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不安定要因を増す日本経済と財政・税制問題（下) 
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1. はじめに 

2. 金融危機後の揺れ動く世界経済と日本経済 

 (１) 不安定な外需頼みの日本経済 

 (２) なお険しいデフレ脱却の道のり 

 (３) 厳しさが増す雇用環境 

3. 東日本大震災と日本経済 

 (１) 膨らむ被害総額 

 (２) 経済のフローへの影響 

 (３) 為替市場等の反応 

 (４) 地域の再生に向けて          （以上 2011年６月号） 

4. 身動きとれない借金漬け財政 

 (１) ３年続きで国債発行が税収を超す異常事態 

 (２) 2011年度予算における主要経費の特徴 

 (３) 既定経費の組替えで賄われた第１次補正予算 

                       （以上 2011年７月号） 

5. 避けられないのか消費税の増税           （以下 本号） 

 (１) 法人税減税の代替財源と子ども手当の上積み財源の確保策 

 (２) 「国際競争力の強化」と法人税の減税 

 (３) とりやすいところに狙い定めた所得税増税 

 (４) 相続税の増税と石油石炭税の引上げなど 

 (５) 「つなぎ法」から税制改正法案の修正へ 

 (６) 「社会保障と税の一体改革」と消費税増税 

6. まとめ 
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 5. 避けられないのか消費税の増税 

 

(１) 法人税減税の代替財源と子ども手当の上積み財源の確保策 

   2010年12月16日、民主党政権下で２度目となる2011年度税制改正大綱が閣議決定さ

れた。 

   企業向けが実質の減税・個人向けは増税で、家計より企業を優先する姿となった。 

   個人課税では、所得控除の縮小や相続税の増税などで高所得者や富裕層を中心に負

担増を求めた。個人には、国税分で約５千億円（平年度ベース）の増税になる一方、

企業には1.5兆円規模の法人課税の減税を実施する（表10参照）。 

 

表10 2011年度改正による増減収見込額（国税）
 

（単位：億円）
 

   平年度 初年度 
法人課税 -7,758 -4,284 
 法人税率の基本税率の引下げ -12,194 -8,076 
 課税ベースの拡大 5,849 4,386 
  減価償却制度の見直し 1,780 1,164 
  欠損金の繰越控除制度の見直し 1,788 1,430 
  貸倒引当金の見直し 550 440 
  寄附金の損金不算入制度の見直し 69 48 
  試験研究を行った場合の法人税額の特別控除制度の見直し 495 371 
  その他 1,167 933 
 政策減税 -1,139 -402 
  中小企業者等の軽減税率の引下げ -671 -148 
  雇用促進税制 -365 -139 
  環境関連投資促進税制 -249 -195 
  その他 146 80 
 その他 -274 -192 
個人所得課税 2,162 358 
 給与所得控除の見直し 1,195 203 
 退職所得課税の見直し 94 21 
 成年扶養控除の見直し 823 132 
 その他 50 2 
資産課税 2,827 876 
 相続税の基礎控除の引下げ 2,355 785 
 相続税の税率構造の見直し 250 83 
 その他 222 8 
消費課税 2,198 94 
 地球温暖化対策のための税 2,405 357 
 航空機燃料税の税率の引下げ -263 -263 
 消費税の事業者免税点制度における免税事業者の要件の見直し 27 － 
 課税売上割合95％以上の場合の消費税の仕入れ税額控除制度の見直し 29 － 
その他 -75 -105 
合 計 -646 -3,061 

(注) 財務省資料により作成。 
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   デフレ脱却に向けて企業への恩恵を手厚くしたということになるが、企業向け減税

がはたして雇用拡大につながるのか多くの疑問がある。 

   今回の税制改正は、個人所得、資産、法人課税、環境税導入まで対象とするなど近

年には例のない幅広さとなったが、実態は法人税減税（課税ベース拡大で補填できな

い分）の代替財源と子ども手当の上積み財源をいかに確保するかのパズルに終始し、

体系だった議論にはいたらず、増減税の帳尻を合わせるだけの小手先の改革に終った。 

   子ども手当の上積み（2011年度からは３歳未満を対象に月7,000円の増額）に必要

な財源2,085億円の一部も給与所得控除の見直しと成年扶養控除の縮小・廃止に求め

た勘定になる。 

   2009年の衆院選マニフェストで子ども手当創設の財源として配偶者控除の廃止・縮

小が挙げられていた。しかし、とくに子どものいない世帯の反発を招く配偶者控除の

廃止・縮小と違い、表立って反対しにくい高所得者向けの所得税と相続税をとりあえ

ず増税することで法人税減税と子ども手当の財源の一部を賄うこととした。「控除か

ら手当へ」という理念は実際とかけ離れた結果になっている。なお、図31に、一般会

計における主要税目別の税収の推移を掲げた。1990年代に入って以降、所得税等の所

得課税による税収水準が低下していることに注目しなければならない。 

 

  図31 一般会計主要税目別税収の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (注) 2009年度まで決算、2010年度補正後、2011年度当初予算。 
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(２) 「国際競争力の強化」と法人税の減税 

  ① 実効税率の引下げ 

    法人税の基本税率を12年振りに30％から25.5％に引き下げ、国・地方合わせた法

人課税の実効税率を５％引き下げる（図32及び表11参照）。2011年４月１日以後に

開始する事業年度から適用する。法人課税は国税で平年度7,758億円の実質減税と

なる。 

    税制改正大綱は法人減税の目的として「雇用と国内投資を拡大すること」を掲げ、

日本企業の投資促進や雇用の確保、海外企業の日本への立地促進などを促したい考

えだ。中小企業への軽減税率も３年間の時限措置で現行の18％から15％に引き下げ

る。 

    また、雇用を増やした企業を税額控除で支援する雇用促進税制も３年間の時限措

置で創設する。従業員を増やした企業に対して、その増加人数に応じて法人税を減

税する仕組みである。減税を受けるには、年間に雇用者を前の事業年度比で１割以

上（かつ最低５人以上、中小企業は２人以上）増やし、企業の都合による整理解雇

をしていない、年間の給与支払総額が増えている、の３条件を満たす必要がある。 

 

図32 法人税率の推移 
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表11 法人課税の実効税率の引下げ 

 
 住民税率 

 
法人税率

道府県民税 市町村民税
事業税率

地方法人 

特別税率 

法人課税

実効税率 

30％ 5％ 12.3％ 5.3％ 4.29％ 40.86％ 外形標準課税法人以外（年所

得800万円超） 25.5％ 5％ 12.3％ 5.3％ 4.29％ 35.90％ 

30％ 6％ 14.7％ 3.26％ 4.29％ 40.69％ 東京都（資本金１億円超の外

形標準課税法人） 25.5％ 6％ 14.7％ 3.26％ 4.29％ 35.64％ 
 
(注) 法人課税実効税率の算出方法 

   ｋ：法人課税実効税率 

   ｋ＝法人税率×（１＋住民税率）＋事業税率＋（事業税標準税率×地方法人特別税率） 

     －ｋ×｛事業税率＋（事業税標準税率×地方法人特別税率）｝ 

   ｋ＋ｋ×｛事業税率＋（事業税標準税率×地方法人特別税率）｝ 

    ＝法人税率×（１＋住民税率）＋事業税率＋（事業税標準税率×地方法人特別税率） 

   ｋ＝｛法人税率×（１＋住民税率）＋事業税率＋（事業税標準税率×地方法人特別税率）｝ 

     ／１＋事業税率＋（事業税標準税率×地方法人特別税率） 

  ・外形標準法人以外（年所得800万円超） 

   ｛0.255×（１＋0.173）＋0.053＋（0.053×0.81）｝／１＋0.053＋（0.053×0.81） 

   ＝35.90％ 

  ・東京23区内に本社のある資本金１億円超の法人（外形標準課税法人） 

   ｛0.255×（１＋0.207）＋0.0326＋（0.029×1.48）｝／１＋0.0326＋（0.029×1.48） 

   ＝35.64％ 

 

   企業は、ハローワークに雇用促進計画を提出し、雇用増が確認されれば増やした従

業員１人当たり20万円を減税する。減税規模としては年間365億円の見込みである。

赤字法人は恩恵を受けることができないことはいうまでもなく、また、正規雇用だ

けでなくアルバイトやパートでの雇用も条件を満たせば税額控除の対象になる。安

定的な雇用拡大になるか効果は未知数である。 

  ② 代替財源の確保策 

    法人税問題では、実効税率の５％引下げで必要となる1.5兆円（財務省は景気動

向次第では1.4～2.1兆円になると試算）の代替財源をどう工面するかをめぐって、

最後まで議論は混迷を極めた。 

    租税特別措置の見直しなどにより企業側の負担で捻出することには財界の抵抗も

あり税率の下げ幅を３％とする案も出されたりした。 

    各業界は法人税率の引下げを要望はするが、その財源を自らの業界の負担増で賄
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うということになれば抵抗する(30)。地球温暖化対策税（環境税）に対しては石油

業界や化学業界、加速度償却の縮小には機械業界、電機業界や化学業界などが反発

をしたのはいうまでもない。本則に戻せば1,300億円の増収となる証券優遇税制も

金融・証券界の反対で延長されている。 

    結局、課税ベースの拡大による税収増は減税幅の約半分の6,500億円程度（ほか

に、地方税連動分は1,500億円程度）に止まり、差額は相続税など本来法人課税と

は無関係の個人向け増税で一部を埋め合わせたかたちとなった。租税特別措置の見

直しで主なものは、①繰越欠損金の適用限度額を２割削減し、期間を７年から９年

に延長、②減価償却を前倒しできる加速度償却の縮小、③研究開発費にかかる税額

控除の限度額を現行の法人税額の30％から20％に縮小、などとなっている。 

    2010年６月に閣議決定した「財政運営戦略」で、新たな減税にはそれに見合う恒

久財源を確保するとする財源確保ルール（「ペイ・アズ・ユー・ゴー原則」）を決

めていたが、政府自ら放棄した。 

    法人税の実効税率は40.69％から35.64％に下がるが（東京都23区内に本社のある

資本金１億円超の外形標準課税法人の場合）、法人税率の引下げ論議が今回で打ち

止めになる様子ではなく、10％台のアジア諸国に比べればまだまだ高水準であると

して、企業が国際競争を勝ち抜くにはもう一段の引下げを目指すべきだとの財界か

らの要請が根強い（図33参照）。 

    しかし、実効税率だけを見て比較するのではなく、課税ベースの広狭や税額控除

等の優遇措置（マイナスの税）さらには事業主の社会保険料負担などにも注目する

必要がある。 

    図34には、国税庁の統計データから資本金規模別の法人税額の負担割合を示した。

納付される法人税全体に対して28.8％を占めている資本金100億円以上の大企業に

ついて見ると、合計平均の負担割合と比較して低水準に推移している。そのうえ、

2000年分以降の時期は史上空前の利益を計上していたときであるが、それにもかか 

                                                                                 

(30) 法人税率の引下げを求める経済産業省に対し、財務省は研究開発減税など他の大企業に対す

る優遇税制を見直すことによって、減税財源を確保することを求めた。ところが、財界はこう

した議論に激しく抵抗した。 

   法人税の５％引下げを強く求める日本経団連の米倉弘昌会長は、2010年11月８日の記者会見

や11月17日の講演で「税制を単年度原則で考えるのは間違いだ。課税ベースの拡大で法人税を下

げるのなら、来年度はもう結構だ」と猛反発し、法人税減税の穴埋めは、企業以外への増税に求

めよとの姿勢を顕わにした（｢日本経済新聞」2010年11月９日、｢産経新聞」2010年11月17日）。 
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  図33 法人所得課税の実効税率の国際比較（2010年１月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (注)1. 上記の実効税率は、法人所得に対する租税負担の一部が損金算入されることを調整した上で、

それぞれの税率を合計したものである。 

    2. 日本の地方税には、地方法人特別税（都道府県により国税として徴収され、一旦国庫に払い

込まれた後に、地方法人特別譲与税として都道府県に譲与される）を含む。また、法人事業税

及び地方法人特別税については、外形標準課税の対象となる資本金１億円超の法人に適用され

る税率を用いている。なお、このほか、付加価値割及び資本割が課される。 

    3. アメリカでは、州税に加えて、一部の市で市法人税が課される場合があり、例えばニュー

ヨーク市では連邦税・州税（7.1％、付加税［税額の17％］）・市税（8.85％）を合わせた実効

税率は45.67％となる。また、一部の州では、法人所得課税が課されない場合もあり、例えばネ

バダ州では実効税率は連邦法人税率の35％となる。 

    4. フランスでは、別途法人利益社会税（法人税額の3.3％）が課され、法人利益社会税を含めた

実効税率は34.43％となる（ただし、法人利益社会税の算定においては、法人税額から76.3万

ユーロの控除が行われるが、前記実効税率の計算にあたり当該控除は勘案されていない）。な

お、法人所得課税のほか、法人概算課税及び国土経済税（地方税）等が課される。 

    5. ドイツの法人税は連邦と州の共有税（50：50）、連帯付加税は連邦税である。なお、営業税

は市町村税であり、営業収益の3.5％に対し、市町村ごとに異なる賦課率を乗じて税額が算出さ

れる。本資料では、連邦統計庁の発表内容に従い、賦課率388％（2008年の全ドイツ平均値）に

基づいた場合の計数を表示している。 

    6. 中国の法人税は中央政府と地方政府の共有税（原則として60：40）である。 

    7. 韓国の地方税においては、上記の地方所得税のほかに資本金額及び従業員数に応じた住民税

（均等割）等が課される。 

    8. 財務省資料により作成。 
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   図34 利益計上法人における所得金額に対する法人税額の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (注) 国税庁「会社標本調査結果」（資本金階級別）により作成。 

 

   わらず、その負担割合は急激に減少する動きを示している。法人の負担割合が急減

している背景には、法人税率の引下げのほかに研究開発・ＩＴ促進税制の拡充に加

え、バブル崩壊後の繰越欠損金控除が増加し課税所得の圧縮が続いていることなど

がある。また、法人の受取配当益金不算入制度（子会社等関係法人株式にかかる配

当の100％非課税など）でも大企業が多くの恩恵に浴する。それらの租税措置上の

利益をフルに享受するようにして、大企業の負担する法人税額はすでに軽減されて

いるのが実態である。 

  ③ 雇用が拡大する保証はない 

    政府は今回の企業減税での雇用創出効果は９万人（平年度ベース。2011年度に限
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を５％下げても、投資・雇用に回らず内需拡大の保証はない(31)。税率を引き下げ

た場合の企業行動に注目しなければならない(32)。 

    税負担が軽くなった分を企業が内部留保を溜め込んだり借入金の返済に充当した

りすれば、国内の投資拡大や雇用創出にはつながらない。そして、蓄積された内部

留保は国内の生産や雇用に振り向けられず、海外を含む株式・企業買収などに向け

られている。雇用を拡大しなければ、企業は税負担を免れた分は、財源穴埋めのた

め、所得税・相続税の増税や社会保障の削減などで、負担が消費者と社会保障受給

者に回るだけになる。 

    民間信用調査会社の帝国データバンクが、2010年７月に法人税率を引き下げた場

合の企業の行動について行った調査（帝国データバンク［2010］）で、「内部留保

に回す」との回答が最も多く25.6％となっている。「投資・雇用への充当よりも、

内部留保や借入金の返済に充当することを考えている企業が多い」との分析結果を

公表している。 

    大企業は、投資先がないため余剰資金を増大させ続けている。資本金10億円以上

企業のデータを見ると、積み立てた利益剰余金（利益準備金、積立金、繰越剰余金

の合計額）の総額は2007年度以降135兆円前後の規模に達している（図35参照）。

投資が低迷しているなかでの法人税減税はこれに一層の拍車をかけることが予想さ

れる。また、株価てこ入れを狙った株主への利益還元のための配当は高止まりして

おり、自社株買いも豊富な内部留保で容易に行える。 

    日本銀行の「資金循環勘定統計」では、企業が保有する現預金の2010年９月末残

高が205兆円と過去最高の水準に達している（図36参照）。企業は稼いだ利益を積

極的に投資をせず、借入金や社債の返済に充てたうえ、巨額なマネーを抱え込んで

いる状況にある。また、現預金以外の流動資産も多額に保有している。 

    さらに設備投資動向を財務省の「法人企業統計」で見ると、最近では設備投資額

が減価償却費を下回っており、投資抑制の傾向は顕著である（図37参照）。設備投 

                                                                                 

(31) 伊東光晴［2010］pp.115～116を参照。 

(32) 財界は、法人税減税による投資・雇用の拡大を約束することを正面から拒否している。日本

経団連の米倉弘昌会長は、2010年12月13日に開かれた片山善博総務相らとの懇談会の後、記者

団に、法人税引下げに対し「新成長戦略に書き込んである。ないがしろにするのは政府の自己

否定」と強調したうえで、引下げが実現した場合、経済界に雇用や投資の具体的な約束を求め

る声が出ていることには「何を考えて言っているのか。資本主義でないような考え方を導入し

てもらっても困る」と語ったとのことである（「日本経済新聞」2010年12月13日）。 
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 図35 資本金10億円以上企業（金融保険業以外）の給与・利益剰余金・配当金等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (注)1. 利益剰余金は、利益準備金、積立金、繰越剰余金の合計額。 

   2. 財務省「法人統計年報」により作成。 

 

 

 図36 民間非金融法人企業の保有する現金・預金の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (注) 日本銀行「資金循環統計」により作成。 
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 図37 設備投資の動向（金融保険業を除く全産業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (注) ４四半期移動平均値。財務省「法人企業統計季報」により作成。 

 

   資とキャッシュフロー（経常収支×0.5＋減価償却費）との関係を見ると、バブル

崩壊後、設備投資は一貫してキャッシュフローを下回っているが、とくに最近では

キャッシュフローが増加する一方で設備投資が減少する状況となっている。 

    海外からの投資拡大効果を企業の税軽減に期待することにも問題がある。外資系

企業が日本に進出する場合の阻害要因に関する経済産業省の調査結果（経済産業省

［2009］）によれば、人件費(33)や品質への高い要求などが阻害要因の主な理由と

なっており、「税金」や「税制上の特典がない」が日本進出を妨げる主要因とは認

識されていない。 

    日本経済の最大の問題は「雇用破壊」にある。企業は働くものの待遇改善を行い 

                                                                                 

(33) なお、人件費が阻害要因のトップになっているが、円高が進めばドル建て表示での日本の賃

金はさらに高くなる。例えば、円相場が１㌦＝100円から１㌦＝80円に円高になれば、200万円

の給与は１万㌦から1.25万㌦になるためである。もっとも、グローバル時代の資本はどこへで

も出かけていって安い労働力を確保する。新興国の安価な労働力との比較では相対的に日本の

賃金が高いのは否めず、労働市場における「底辺への競争」を回避するためにも、多国籍企業

による低賃金利用に対して世界の労働運動が連帯して立ち向かうことが求められている（石井

知章・呉学殊・長谷川実・小嶋武志［2010］を参照）。 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

19
85

年
1 

- 
3月

19
85

年
7 

- 
9月

19
86

年
1 

- 
3月

19
86

年
7 

- 
9月

19
87

年
1 

- 
3月

19
87

年
7 

- 
9月

19
88

年
1 

- 
3月

19
88

年
7 

- 
9月

19
89

年
1 

- 
3月

19
89

年
7 

- 
9月

19
90

年
1 

- 
3月

19
90

年
7 

- 
9月

19
91

年
1 

- 
3月

19
91

年
7 

- 
9月

19
92

年
1 

- 
3月

19
92

年
7 

- 
9月

19
93

年
1 

- 
3月

19
93

年
7 

- 
9月

19
94

年
1 

- 
3月

19
94

年
7 

- 
9月

19
95

年
1 

- 
3月

19
95

年
7 

- 
9月

19
96

年
1 

- 
3月

19
96

年
7 

- 
9月

19
97

年
1 

- 
3月

19
97

年
7 

- 
9月

19
98

年
1 

- 
3月

19
98

年
7 

- 
9月

19
99

年
1 

- 
3月

19
99

年
7 

- 
9月

20
00

年
1 

- 
3月

20
00

年
7 

- 
9月

20
01

年
1 

- 
3月

20
01

年
7 

- 
9月

20
02

年
1 

- 
3月

20
02

年
7 

- 
9月

20
03

年
1 

- 
3月

20
03

年
7 

- 
9月

20
04

年
1 

- 
3月

20
04

年
7 

- 
9月

20
05

年
1 

- 
3月

20
05

年
7 

- 
9月

20
06

年
1 

- 
3月

20
06

年
7 

- 
9月

20
07

年
1 

- 
3月

20
07

年
7 

- 
9月

20
08

年
1 

- 
3月

20
08

年
7 

- 
9月

20
09

年
1 

- 
3月

20
09

年
7 

- 
9月

20
10

年
1 

- 
3月

20
10

年
7 

- 
9月

四半期

兆円

キャッシュフロー（経常収支×0.5＋減価償却）

設備投資

減価償却費



 

－ 110 － 

●
－自治総研通巻394号 2011年８月号－●

 

   内部留保の還元で社会的責任を果たすことが求められている(34)。 

    政府としても低賃金で不安定な労働条件を改めるための環境づくりを進めなけれ

ばならないし、労働分野における規制強化や最低賃金水準の引上げも欠かせない。 

   また、積み増される内部留保は株主に対して分配されない法人利潤の蓄積を意味し、

それが資本市場では株価上昇となって反映する側面に注目すれば、キャピタルゲイ

ン課税でまともに捕捉することが必要である。そのためにも、「証券優遇税制」は

廃止し株式の譲渡益や配当への課税強化を行わなければならない。 

 

(３) とりやすいところに狙い定めた所得税増税 

   所得税は高所得者の給与所得控除と成年扶養控除を縮小する。たしかに「格差是

正」の名の下に、高所得層に限定した課税強化は国民受けのするものではあるが、増

税の対象が給与所得課税の範囲内に限定していることなどとりやすいところに狙い定

めた増税策となっている。そのことは、株式の配当・取引にかかる税金を10％の低率

分離課税で半減している証券優遇税制をさらに２年間延長していることにも現れてい

る。 

   給与所得者の所得税負担率は、収入額に応じて累進的になっているが（図38参照）、

申告所得税における負担率は合計所得金額が１億円を超えたところで逆転している

（図39参照）。これは高所得階級に行くほど株式の譲渡など分離課税される所得の割

合が高くなっているためである。引き下げられている所得税の最高税率の回復や人的

控除における所得控除の税額控除への変更、申告所得をも包括する総合所得課税の強

化などに向けた所得課税制度の抜本的な改革が求められる。 

  ① 給与所得控除の見直し 

    これまでは給与収入が増えるほど給与所得控除額が青天井で増えるため、高所得

者に有利だとの批判が出ていたものを見直す。サラリーマンの年収から一定割合を

差し引いて税負担を軽減する給与所得控除は年収が1,500万円を超すと控除額が245

万円で頭打ちになる仕組みを設ける（表12参照）。1,500万円は資本金１～10億円 

                                                                                 

(34) 厚生労働省［2008］も、「勤労者家計については、労働分配率が低下する中で、家計消費は

全体として力強さを欠き、先行きに対する消費者マインドも悪化している。今後については、

景気回復を着実なものとするよう慎重な経済運営に努めながら、経済成長の成果を、雇用の拡

大、賃金の上昇、労働時間の短縮へとバランス良く配分することによって、勤労者生活の充実

を通じた持続的な経済発展を実現していくことが求められている」（p.5）と、述べていた。

「経済成長の成果」とは、大企業の内部留保にほかならない。 
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 図38 給与階級別に見た給与所得者数と負担率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 (注)1. １年を通じて勤務した給与所得者。負担率は「税額／給与額」で算出。 

   2. 国税庁「民間給与実態統計調査」（2009年）により作成。 

 

  図39 所得階級別に見た申告所得税の負担率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (注)1. 「申告所得税」は算出税額で源泉徴収額と申告所得税を合計したもの。 

    2. 所得金額があっても申告納税額のない者（例えば、還付申告書を提出した者）は

含まれない。また、申告不要を選択した場合の配当所得や源泉徴収で課税関係が終

了した特定口座における株式等譲渡所得や利子所得等も含まれない。 

    3. 国税庁「申告所得税標本調査結果」（2008年分）により作成。 
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表12 給与所得控除の見直し（給与所得控除額の速算表） 

 
               ［現行］ 

給与収入金額 割合 加算額 

 1,625千円以下 － 650,000円

 1,625千円超 1,800千円以下 40％ － 

 1,800千円超 3,600千円以下 30％ 180,000円

 3,600千円超 6,600千円以下 20％ 540,000円

 6,600千円超10,000千円以下 10％ 1,200,000円

10,000千円超 ５％ 1,700,000円

 

［2012年分所得～］ 

一般の会社員 役    員 
給与収入金額 

割合 加算額 給与収入金額  

 1,625千円以下 － 650,000円 

 1,625千円超 1,800千円以下 40％ － 

 1,800千円超 3,600千円以下 30％ 180,000円 

 3,600千円超 6,600千円以下 20％ 540,000円 

 6,600千円超10,000千円以下 10％ 1,200,000円 

10,000千円超15,000千円以下 ５％ 1,700,000円 

同    左 

15,000千円超 2,450,000円 15,000千円超20,000千円以下

   20,000千円超25,000千円以下

   25,000千円超35,000千円以下

   35,000千円超40,000千円以下

   40,000千円超 

2,450,000円 

4,850,000円－給与収入金額×12％ 

1,850,000円 

6,050,000円－給与収入金額×12％ 

1,250,000円 

 

 

   の企業の平均給与を参考に設定された。年間の給与が1,500万円を超える人は全体

の1.2％にあたる約50万人である。 

    さらに年収2,000万円超の会社役員（取締役、執行役、監査役、会計参与、理事、

監事など）や公務員、国会・地方議員らは一般社員よりもさらに控除額を圧縮する。

一般の給与所得者とは異なる控除制度を導入するのは、会社役員には給与に関して

裁量権があることなどが理由とされている。年収2,000万円を超すと控除額が245万

円から徐々に減り、2,500万円超～3,500万円以下は185万円で一定だが、3,500万円

を超えると再び減り、4,000万円を超えると一律125万円とする。給与所得控除の見

直しで、国・地方合わせて平年度約1,500億円（うち国は1,195億円）の増収を見込

む。 

    通勤などの費用が給与所得控除額を超えた場合、確定申告すれば超過分を収入か

ら差し引く「特定支出控除」の条件を緩和する。給与所得控除額の半分を超えれば、
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超過分を給与所得控除額に上乗せして控除できるようにする。例えば、年収800万

円の人はこれまで必要経費が200万円を超さなければ特定支出控除を使えなかった

が、100万円を超えれば使えるようになる。また新たな対象に職務に直接必要な資

格取得の費用や授業料、図書費などを加え、必要経費の多い人の税負担を減らすこ

ととしている。どれほど「特定支出控除」の利用件数が増えるか分からないが、年

10件未満と低迷している現状からは増えることが見込まれる。 

  ② 成年扶養控除の縮小・廃止 

    年間所得38万円以下の23歳以上69歳以下の親族を扶養する納税者の税負担を軽減

する成年扶養控除では、所得金額が400万円（年給与収入で568万円）超の場合の控

除を徐々に縮小し、所得金額が500万円（同689万円）でゼロとする（成年扶養控除

額は所得税の場合は38万円、住民税の場合33万円である）（図40参照）。ただ、

養っている親族が65歳以上の場合や成年の扶養者が障がい者や学生などの場合は税

による支援が引き続き必要になるとして、控除を存続させる。 

    今回の改正は学校に行かず仕事にも就いていないニートの「親離れ」を促すとし

ているが、就職難のなかで大学を卒業しても就職できない若者などを持つ家庭では

負担増となる。 

    負担が増えるのは、控除の適用を受けている約470万人の納税者のうち約23％の

110万人ほどと見込まれている。これによって、夫婦と子ども（成年）１人、給与

収入700万円のサラリーマン世帯の場合、所得税・住民税合わせて年額10万5,000円

の増税になる。 

    国・地方合わせて平年度約1,100億円（うち国は823億円）の増収を見込む。 

 

  図40 成年扶養控除の縮小・廃止 
 

  控除額38万円 

据え置き 

  

 

 

 

 
 
廃止 

                 568万円            689万円      年収（給与） 
 
  (注) 成年（23～69歳）の扶養親族が１人の場合。住民税の成年扶養控除額33万円。 

    障がい者、難病・精神疾患の患者、要介護者、学生などは控除が存続。 

控除額が徐々に縮小 
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  ③ 家計負担の変化 

    図41には、３歳未満の子ども１人の場合（ケースＡ）と３歳から小学生までの子

ども１人の場合（ケースＢ）のサラリーマン世帯（妻は専業主婦）について、2010

年分と2012年分の所得税及び住民税の負担変化（15歳以下の扶養親族を対象とする

年少扶養控除を廃止、給与所得控除の上限を設定）と子ども手当（児童手当廃止分

を算入）を考慮して算出したものを載せた。とくにケースＡの場合、給与収入900

万円から1,200万円の階層で、所得制限が設けられている児童手当の廃止分が高所

得者には影響がないため、子ども手当が所得課税の負担増を年12～13万円ほど上

回っている。高所得者に負担増を求めた所得課税制度の見直しと子ども手当との整

合性が問われる。 

    そもそも３歳未満の子どもへの子ども手当の上積みは、15歳以下の子どものいる

世帯の扶養控除（年少扶養控除）が廃止される一方で、児童手当（所得制限つきで

３歳未満一律月１万円）に比べて手取りが減るという事態を避けるために行われた。 

 

 図41 所得控除見直し、子ども手当の影響（給与収入階級別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (注)1. サラリーマン世帯（妻は専業主婦）、３歳未満の子ども１人（ケースＡ）と３歳から

小学生の子ども１人（ケースＢ） 

   2. 年少扶養控除を廃止、給与所得控除の上限を設定。2010年分と2012年分の所得税及び

住民税の負担変化に、子ども手当（児童手当廃止分を算入）を考慮して算出。 
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   想定される負担増家計に絞り必要な金額と対象年齢が決められている。財源の手当

が不十分ななかでパッチワークのような取り繕いが行われているので、政策効果の

吟味が重要となっている。 

  ④ 証券優遇税制の延長 

    証券優遇税制は、上場株式等の譲渡益・配当にかかる税金の税率について、本則

20％（国15％、地方５％）が現在、10％（所得税７％、住民税３％）に軽減するも

のである。この証券優遇税制は、自公政権時代の2003年に導入され、2007、2009年

度税制改正で２度にわたり期限が延長されている。2011年末の期限を見直し、2013

年末まで２年間延長することとした。 

 

(４) 相続税の増税と石油石炭税の引上げなど 

   相続税では1958年度に現行制度が始まって以来の大きな改正となった。 

   相続税は基礎控除を縮小し、最高税率も現行の50％から55％に引き上げ、富裕層に

より重い負担を求める。最高税率は、現在遺産額が３億円超の場合50％であるが、こ

れを６億円超の場合に55％に引き上げる。これまで６段階であった税率の区分も８段

階に増やす。2011年４月以降に亡くなった人の遺産から適用される。 

   遺産額から差し引ける基礎控除額を現行制度から４割削減する。現在は定額部分の

５千万円に法定相続人１人当たり１千万円を加えた金額を控除するが、改正で定額部

分が３千万円、１人当たりの部分が600万円に下げられる（基礎控除：「５千万円＋

１千万円×相続人」→「３千万円＋600万円×相続人」）。バブル時に比べて地価が

大幅に下がっており、相続税を軽減する必要性が薄れているとの判断である。 

   課税対象者は4.8万人から７万人程度に増える見込みである。課税対象件数では、

現在相続件数全体の4.2％にあるのが６％台に増える見込みである。 

   一方、贈与税は減税する。65歳以上の親が20歳以上の子に生前贈与する場合2,500

万円まで非課税にされているが、改正後は60歳以上の親が、子どもだけでなく孫に生

前贈与する場合も2,500万円まで非課税とする。相続税の増税とワンセットで見直す

ことで、比較的消費意欲の強い若年層への資産移転を促し、景気刺激につなげる狙い

だ。ただ一方で、資産格差を次世代に引き継ぐ側面もあり資産課税での再分配機能を

弱める効果を持つことにも注意しなければならない。 

   相続税・贈与税の改正で、平年度約2,800億円の増収となる。 

   二酸化炭素（ＣＯ２）の排出抑制に向け、地球温暖化対策税（環境税）を導入する。
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原油や石炭などの化石燃料に輸入段階で課税される石油・石炭税を1.5倍に引き上げ

て増税分を環境税にする。 

   原油を精製したガソリンや軽油、電気やガス代、鉄道などの公共交通機関の運賃な

どに転嫁されることになり、経済産業省の試算では１世帯当たり年間約1,100円の負

担増になる。生活必需品の価格が上がるので低所得者への負担増の影響が大きくなる。 

   2011年10月から段階的に税率を引き上げて、完全実施の2015年度での平年度2,405

億円の税収を見込む。増収分をエネルギー対策特別会計に繰り入れて、省エネ支援な

どに使うこととされているがその効果のほどは不明である。 

   民主党が廃止を公約していた揮発油税や軽油引取税などに上乗せしている旧暫定税

率は現行水準を維持する。 

   消費税については、「益税」問題への対応策がとられた。仕入れにかかった消費税

額を控除する場合、非課税の売上に対応する仕入れにかかった消費税は原則として控

除できないが、売上の95％以上が課税売上のときはすべて控除できる仕組みとなって

いる。この仕組みの適用対象者を、2012年４月から課税売上高が５億円以下の事業者

に限ることとする。 

   さらに、法人の前事業年度開始からの上半期の６カ月間（個人事業者の場合、前年

１月～６月）の課税売上高が１千万円を超える事業者には、事業者免税点制度を適用

しないこととする。現行は、２年前の事業年度の課税売上高で判断され、設立初年度

と２年目の事業者は免税となっているため、この制度を悪用して２年に１度ダミー会

社を立ち上げて消費税の納税を逃れるケースもあった。 

   これらの措置は消費税の徴収で透明化させる効果を持つが、一方で消費税増税への

環境づくりといえる措置でもある。ただ、消費税を価格に転嫁できない中小零細事業

者などは益税どころか「損税」の問題を抱えていることにも留意されるべきである(35)。 

 

(５) 「つなぎ法」から税制改正法案の修正へ 

   2011年度の政府予算に対し、野党はバラマキの継続とその財源漁りに終始するばか

                                                                                 

(35) 例えば、兵庫県民間病院協会の四つの会員医療法人は2010年９月28日に、医療機関の消費税

損税は不当だとして、国を相手取り原告一法人当たり１千万円の損害賠償を求める訴訟を起こ

している。診療報酬が非課税のため、医療機関の仕入れにかかる消費税支出を他に転嫁できな

い「損税」が発生しており、同協会のアンケート結果をもとに、消費税損税が一病院３千万円

から７千万円に及び、平均で利益の34.2％を占めることになるとしている（兵庫県保険医協会

「税経部だより」2011年１月５日、http://www.hhk.jp/senmonbu/zeikei/110105-165157.php）。 
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りで財政規律が欠落しているなどを理由に反対した。３分の２条項（衆院による再可

決）から予算は年度内に成立したが、予算関連法案である税制改正法案（「所得税法

等の一部を改正する法律案」など）は、野党が多数を占める参院で否決されると成立

しない。 

   そこで、税制改正法案のうち2011年３月末に期限となっているものについては、昨

年度と同じ措置で「つなぎ法」（「国民生活等の混乱を回避するための租税特別措置

法等の一部を改正する法律」）で６月末まで３カ月延長することとされた。この「つ

なぎ法」は自民・公明両党の提案による議員立法で３月31日に成立した。政府提出の

税制改正法案本体が審議中のまま、与党提案のつなぎ法案の参院送付に参院側が反発

していたため、野党提案に民主党が賛成することで折り合ったものである。 

   さらに、「つなぎ法」の期限６月末になっても税制改正法案本体が成立する見通し

が立たず、民主・自民・公明の３党間で合意できるものを改正法案から抜き出し通常

国会会期中に成立させることとなった（2011年６月８日、３党間の合意）。それを受

けて政府は、従業員を増やした企業を減税する雇用促進税制、認定ＮＰＯ法人へ寄付

した場合の優遇措置さらに2011年末に期限が到来する証券優遇税制や６月末に期限切

れを迎える租税特別措置の延長などを盛り込んだ修正案を６月10日に国会に提出した。

法人税減税の代替財源として廃止や見直しを実施することとなっている租税特別措置

についても2012年３月末まで適用が延長される。３党間の合意を受けた修正案は６月

22日に成立している。野党内に異論がある所得税増税や法人税減税等の税制改正法案

についての結論は先送りし、引き続き協議することとした。2011年度税制改正法律案

の修正等について、表13に示した。 

   なお、東日本大震災を受けて、2011年４月27日に、被災者や被災企業を当面緊急に

支援するための税制特例措置法が制定され、即日施行されている(36)。 

                                                                                 

(36) 津波で壊滅的な被害を受けた区域の土地と家屋に対する2011年度分の固定資産税免除などが

柱で、生活や企業活動再建に向け税制面から支援する。住宅ローン減税について、震災や津波

で損壊するなどで住めなくなった場合も継続し、代わりの家屋を2012年３月末までに取得した

場合被災した住宅の土地面積や床面積に相当する分の不動産取得税を非課税とし、固定資産税

と都市計画税も軽減する。自動車関連では、車を失った人が2014年３月までに買い換えれば、

自動車取得税と自動車重量税を免除する。2011～2013年の自動車税と軽自動車税も非課税にす

る。住宅や家財の損失額については2010年分の所得から控除して所得税を軽減する。また、被

災企業には法人税を払い戻す措置が盛り込まれた。ガソリン価格が高騰した場合揮発油税など

の減税で価格を引き下げる「トリガー制度」の発動を当面凍結する。この制度が発動されると

３カ月で約4,500億円の税収減が見込まれるので、税収確保の狙いがある。 
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表13 2011年度税制改正法律案の修正等 

 
原     案 法律案の修正等 

※所得税法等の一部を改正する法律案 
（2011年１月25日国会提出） 

 
 

※現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制
の整備を図るための所得税法等の一部を改正する法
律案 

（2011年６月30日公布） 

 ＊雇用促進税制等政策税制の拡充 

 ＊寄付金税制の拡充 

 ＊年金所得者の申告不要制度の創設 

 ＊航空機燃料税の税率引下げ 

 ＊租税罰則の見直し等 

 
＊消費税の免税事業者の要件及び仕入れ税額控除制
度の見直し 

 ＊期限切れ租税特別措置の延長等 

 
 ・住宅用家屋の保存・移転登記の登録免許税の軽
減 

  ・農林漁業用Ａ重油の石油石炭税の免税・還付 

  ・離島に係る航空機燃料税の税率軽減 

 
 ・中小法人に対する税率軽減（本則22％→特例

18％） 

  ・肉用牛の売却による農業所得の特例 

  ・公害防止設備の特別償却 

  ・証券優遇税制（本則15％→特例７％） 

  ・ｅ－Ｔａｘによる申告の所得税額控除等 

＊同左 

 

（2011年３月末期限となっている措置については、
つなぎ法（「国民生活等の混乱を回避するための租
税特別措置法等の一部を改正する法律」議員立法、
３月31日成立）により、６月末まで単純延長。） 

 

  

※経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図る
ための所得税法等の一部を改正する法律案 

（2011年６月10日、「所得税法等の一部を改正する法
律案」を修正） 

 ＊納税者権利憲章の策定等国税通則法の抜本改正 

 ＊個人所得課税 

  ・給与所得控除の上限設定 

  ・特定支出控除の見直し 

  ・成年扶養控除の縮減 

  ・短期勤務の役員退職金課税の見直し 

 ＊法人課税 

  ・実効税率を５％引下げ 

  ・課税ベースの拡大等 

 
 ・中小法人に対する軽減税率の引下げ（18％→

15％） 

  ・中小企業関係租特の見直し 

 ＊資産課税 

  ・相続税の基礎控除の引下げ、税率構造の見直し

  ・贈与税の税率構造の緩和、精算課税の対象拡大

 ＊地球温暖化対策のための税の導入 

＊同左 

(注) 地方税法改正法律案についても、同様の法的手当が行われ、2011年６月30日に公布されている。 



 

－ 119 － 

●
－自治総研通巻394号 2011年８月号－●

(６) 「社会保障と税の一体改革」と消費税増税 

  ① 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成21年法律第13号） 

    2011年度における税制改正論議でも明らかなように、法人課税減税に伴う代替財

源の確保をめぐって、財界は自らの負担（課税ベースの拡大）で賄うことに激しく

抵抗した。大企業が法人税減税の意義を強調し、政府が財界の要求を丸のみすれば、

法人税減税を先行させて後で消費税増税によって穴埋めをすることになりかねない。

そして、社会保障制度について安定的な財源を確保するためには消費税の増税以外

にないとする論調がマスメディアでも主流を占めている。 

    深刻な税収不足や社会保障支出の増大を補うため、懸案の消費税増税を含む税制

の抜本改革については「平成23年度予算編成の基本方針」（2010年12月16日・閣議

決定）で、政府の社会保障改革検討本部（本部長・菅直人首相）がまとめた「2011

年半ばまでに成案を得る」（「社会保障改革の推進について」2010年12月10日）と

の表現を追認している。 

    自公政権下の2009年税制改正で、「所得税法等の一部を改正する法律」（平成21

年法律第13号・2009年３月31日公布）の附則第104条において、消費税を含む税制

の抜本的な改革の道筋と基本的方向性に関する規定が設けられた。規定によれば、

税制の抜本的な改革の実施時期については、経済状況の「好転」時期によって変わ

り得るとしても「平成二十三年度までに必要な法制上の措置を講ずる」と法律上の

措置自体は平成23（2011）年度までに講ずることとされている。 

    民主党政権下でも、自公政権が制定したこの法律を拠り所にして税制改革論議を

進めていくことになれば、消費税増税を含む税制の抜本的な改革を実施することが

政府の方針とならざるを得ない。 

    菅直人内閣においても、2011年２月に、社会保障と税の一体改革案をまとめるた

め、「社会保障改革検討本部」の下に「社会保障改革に関する集中検討会議」（議

長・菅直人首相）を設置している。東日本大震災で中断した後４月下旬に再開し、

６月２日に消費税率を2015年度まで10％に引き上げるなどとする「社会保障改革

案」をまとめた。 

  ② 「支え合う社会」と消費税の増税 

    それに先だって、税制調査会専門家委員会で消費税の増税などをめぐって議論が

行われている。同委員会は、2010年12月に、「『税目ごとの論点の深掘り』に関す

る議論の中間報告」を公表した。そこで、消費税の特徴として、財貨・サービスの
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消費に幅広く等しく負担を求めるものであることから、①勤労世代など特定の者へ

の負担が集中せず、広く社会の構成員が負担を分かち合うことができるため、世代

間の公平の確保に資する、②税収が景気の動向に比較的左右されにくく安定的であ

る、③貯蓄を課税ベースとしないことから、簡素な仕組みとも相まって経済活動に

与える歪みが小さく経済成長を図るうえで効率的である、ということを挙げている。

そして、このような特徴を有する消費税は、社会保障制度を支える安定的な財源と

しての適性が高い税目であると結論づけている。 

    ところで、消費税の導入を盛り込んだ「税制改革法」（昭和63年法律第107号・

1988年12月30日公布）は、「租税は国民が社会共通の費用を広く公平に分かち合う

ためのものであるという基本的認識の下」（同法第３条）税制改革を行うことを明

記している。この表現は、当時の税制改革のあり方を方向づけた1988年４月の税制

調査会答申「税制改革についての中間答申」に登場したものである。 

    上に挙げた「社会の構成員が負担を分かち合う」という考えも、消費税の強化を

正当化する論法としてこれまで税制調査会で述べられてきたものと軌を一にする。

税制調査会専門家委員会が、2010年６月22日にまとめた「議論の中間的な整理」で

も、「租税とは『支え合う社会』を実現するために必要な費用を国民が分かち合う

ものである」と定義づけたうえで「社会で広く分かち合う消費税は重要な税目であ

る」と結論づけていた。 

    これらの議論の背景には税負担にあたって応益原則を重視した考え方があるよう

に思われるが、消費額と「『支え合う社会』を実現するために必要な費用」による

受益の間に特別の応益関係があるわけではない。 

    さらに、消費税増税が必要な理由に「高齢者が大きく増加する一方、高齢者を支

える側である勤労世代が減少するという少子・高齢化が急速に進展していることを

踏まえると……社会保障制度全般を支える財源を確保するための税制改革が急務と

なっている。その際、勤労世代の減少により所得税の課税ベースは減少すると考え

られるため、将来にわたって勤労世代に偏って負担を求めることは困難」であるこ

とを挙げている。これは、所得税の課税ベースの縮小の理由を勤労世代の減少とい

う人口構成の変化に求めており、利子・配当や譲渡所得などの資産性所得に分離課

税や課税の特例制度が設けられるなど総合課税体系が崩れ、現在の所得税が給与所

得税化している現状を追認したものとなっている。 
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    あわせて世代間における負担と受益の食違い(37)を強調するあまり国民の負担公

平への配慮が軽んじられ、財源確保という財政政策上の要請を優先したものとなっ

ている。 

    所得税における様々な優遇措置がとくに高所得層に集中する資産所得を対象とさ

れることから、所得税の累進的負担が形骸化してしまう。この結果イロージョンが

生じ欠陥の多い所得税に依存するより、間接税のウエイトを高めながら所得税の肩

代わりを図る「消費税シフト」が妥協策として主張される。同時に、最高税率の引

下げを含む累進税率のフラット化も、経済の活力を阻害せずまた脱税の誘因も極力

小さくするために必要であるなどと、垂直的公平に関しての所得税の優位性を軽視

する見方が多くなっている。個人所得税と法人税を軸とする所得課税制度で生じて

いる税収確保の「空洞化」は、これまでとられてきた新自由主義的な税制改革の結

果から起きていることに目を向けなければならない。現行税制における「不公平」

の在りかを見きわめ、負担能力に応じた税制をいかに構築するのかが重要であろう。 

    さらに、税調専門家委員会は「消費税は、社会保障制度を支える安定的な財源と

しての適性が高い税目である」として、消費税の使途を社会保障と関連づけてその

財源調達を消費税の増税に求める考え方をとっている。 

    消費税の負担と納税に苦しむ庶民や（零細・中小企業）納税事業者の実態を直視

すれば、消費税を社会保障制度のための「適性」な財源と位置づけるわけにはいか

ない。社会保障財源としてふさわしいという見方は、①広い課税ベース（「広く分

かち合う」）、②税の多収性（低い税率でも多額の税金を集めやすい）、③税収の

安定性（消費需要の低い価格弾力性、赤字の事業でも付加価値に賦課）、という財

源確保機能を重視し税の徴収者側の立場で見ているものといわざるを得ない。そも

そも、社会保障を単なる国民の「支え合い」や「分かち合い」であるかのように見

立てその財源を大衆課税に求めるのは、福祉と社会保障の増進を国に義務づけた憲

法第25条の規定を軽視する議論である。 

                                                                                 

(37) 社会保障制度をめぐってとくに年金制度の負担と受益の損得勘定から、世代間対立を煽るよ

うな主張が行われることがある。いま高齢で年金給付を受けている人たちは戦後復興のなかで

辛酸をなめてきた世代であり、その親の世代に対する扶養も家族内で行ってきた。それに対し

て、いまは社会インフラや教育水準が整いそれなりの生活水準を維持し得る条件が用意されて

いる。それらの条件整備を行ってきたのはいまの高齢者世代である。少子化するなかでの遺産

の相続や住宅の取得といった私的領域での世代間移転もある。そもそも賦課方式の公的年金制

度は世代間扶養の仕組みをとらざるを得ないのであるから、損得勘定を持ち込むべきではない

うえ、単に公的領域だけを見て判断されるべきでもない。 



 

－ 122 － 

●
－自治総研通巻394号 2011年８月号－●

 

    消費税は、所得に対して逆進的な負担、価格支配力を有する大企業は税の転嫁が

できてもそれができない零細・中小企業の納税事業者（片や輸出企業はゼロ税率の

適用で仕入税額は確実に還付を受ける）、仕入税額控除が可能な労働力の外注化を

促進（派遣社員の受入れで消費税の仕入税額控除対象とならない人件費を削減し消

費税の節税を行う）など多くの避けられない問題を抱えている。 

  ③ 「社会保障と税の一体改革」 

   ⅰ 厚生労働省案 

     厚生労働省は、５月12日、社会保障と税の一体改革に関する政府の「集中検討

会議」（議長・菅直人首相）に「社会保障制度改革の方向性と具体策」と題する

報告書を示した（図42参照）。 

 

図42  厚生労働省案の骨子 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 厚生労働省案 ・世代間公平を図るため全世代対応型の社会保障制度構築が急務で、子育て・若者 

        支援を強化。 

       ・国民皆年金・皆保険を維持するため税財源で低所得者の負担を軽減。 

       ・所得比例年金を基本とし、最低保障年金を加えた新たな年金制度を検討。 

       ・高度医療が長期化した人の負担を軽減するため、自己負担額に年間の上限を新設。 

       ・医療や介護などの自己負担合計額に上限を設ける「総合合算制度」の創設を検討。 

(注) 厚生労働省「全員で参加して支える社会保障の安心」（2011年５月12日）などにより作成。 

①参加保障　②普遍主義　③安心に基づく活力

①全世代対応型　②未来への投資　③分権的・多元的供給体制

④包括的支援　⑤負担の先送りをしない安定財源

１．全世代対応型・未来への投資

　　－「世代間公平」を企図する社会保障制度

２．参加保障・包括支援（全ての人が参加できる社会）

　　－「共助」をベースとした「重層的なセーフティネット」の構築－

３．普遍主義、分権的・多元的なサービス供給体制

　　－多様な主体の連携・協力による地域包括ケアシステム－

４．安心に基づく活力

　　－新成長戦略の実現による経済成長との好循環－
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     社会保障と税の一体改革は、まず社会保障の改革案を決め、次にそれに必要と

なる財源と増税プランを検討する、という２段構えになっているが、厚生労働省

案は、第一の関門として注目された。 

     その中身は、これまで医療、年金、介護を主な対象としてきた社会保障におい

て「子育て」と「雇用対策」の二つを政策の柱として追加し、従来は分野ごとに

個別に論じられることが多かった育児と就労対策を「国民が生涯を通じて直面す

るリスク」という観点から一体的に見ていく考え方を示した。また、厚生労働省

案は「支え手」の必要性を指摘し、若者・女性・高齢者の就労を増やし、彼らを

社会保障の受益者から負担者に転換させることで社会保障を持続させようという

考えを示している。まともな就労がなくては社会保障費の捻出は難しいとのメッ

セージは評価できるとしても、働きたくても仕事が見つからない日本の雇用環境

における実情を直視することも必要である。 

     最低保障機能の強化策では、年金受給資格期間の短縮や低所得者への加算を盛

り込んでいる。非正規労働者の厚生年金加入を拡大するため加入要件を緩和する

ことを検討する。試算によれば、これで300万人以上の非正規労働者が厚生年金

に加入できるようになるとのことであるが、負担が増える企業の反発も予想され

る。一方、高所得者については年金額の保険料算定基準となる「標準報酬月額」

の上限引上げで負担増を求めるとともに、支給開始年齢引上げによる年金支給額

の抑制も検討する。 

     全体的に低所得者や子育て世代への支援を強化する姿勢を鮮明にしている一方

で、支給年齢の引上げなど就労環境が整わなければ高齢者にとっては厳しいもの

が含まれている。 

     厚生労働省案には、子育て政策、若者世代のための就労支援策あるいは医療分

野を中心とする低所得者対策など給付拡大につながるものが多く含まれているな

かで、それらに要する経費や財源規模についての試算値が示されておらず具体性

に乏しいとの指摘もある。 

   ⅱ 「社会保障・税一体改革の論点に関する研究」報告書 

     2011年５月30日の「集中検討会議」に、「社会保障・税一体改革の論点に関す

る研究」と題した報告書が提出された。これは一体改革を担当する与謝野馨経済

財政相が2011年１月に作成を指示し、それを受け財務省と内閣府がとりまとめた

ものとなっている。低所得者ほど消費税の負担が重くなる逆進性や消費税増税が
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経済に与える影響など実務的な問題点について、有識者の研究成果などを踏まえ

て作成したとされているものである（表14参照）。 

     まず、報告書は所得のうち消費の割合が高い低所得者ほど負担が重くなる逆進

性については「それほど大きなものではない」と指摘している。「生涯所得」で

見れば逆進性は小さくなるとの研究成果を紹介し「必ずしも不公平ではない」と

の見解を示した。 

     一方で、食料品など生活必需品を対象にした軽減税率は「効果が小さい」「非

効率」などとし、単一税率が望ましいとしている。食料品に対する軽減税率の適

用については、高所得者の負担も軽減されることや対象品目の線引き、事業者の

事務負担や当局の税務執行コストを増加させるといった問題点が指摘されている。

逆進性への対応策として、所得税などほかの税制や社会保障制度、歳出見直しで

十分対応が可能だとの見解を示している。とくに「対象者を絞った還付（給付）

措置が、逆進性の是正のためには効果が大きい」とし給付付き税額控除を提唱し

ている。 

     次に、報告書は消費税率の引上げに関連して、1997年に実施した消費税率引上

げ（３％から５％）が景気後退につながったとの指摘に対しては、アジア通貨危

機や金融不安の影響もあることから「『主因』であったとは考えられない」と結

論づけている。すなわち、1997年４月の消費増税による消費の落込みを（国内総

生産の0.06％相当の）3,000億円程度と分析し、景気は同年５月を境に後退局面 

 

表14 「報告書」の骨子 

 
 
● 低所得者ほど負担が大きいとされる消費税の逆進性は、生涯所得で見れば大きくない。 

 一時点の所得で見た逆進性は必ずしも「不公平」を意味せず、たんに調査時点の年齢の違い

などを反映したものである可能性が高い。 

● 低所得者対策で用いる食料品への軽減税率の適用は効果が小さく、対象を絞った給付の方が

効果的である。軽減税率の適用は高所得者の負担も軽減される。 

● 消費税増税は必ずしも景気後退を招かない。社会保障目的税にすれば将来不安の払拭につな

がる。 

● 増税は景気が成熟する前の、「勢いのある段階」で始めることが望ましい。 

● 経済への影響を考慮して、段階的な増税が望ましい。前回の消費税増税が行われた1997年と

比べて財政状況は格段に悪化しており、消費税の増税の必要性ははるかに高くなっている。 
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    に入るが、７月のアジア通貨危機や11月の山一証券破綻などの金融危機の影響が

大きいと指摘している。 

     また、消費税率の引上げによる増収分を社会保障費に充てることにより、

「払ったものは確実に自分に戻ってくる」ということに国民が納得すれば、消費

税増税が経済に与えるマイナスの効果は減殺されるとしている。 

     ただ、引上げのタイミングについて、増税による消費の落込みが「経済にマイ

ナスの影響を与えたとの見方がある」ことにも配慮し、景気に「勢いのある段

階」が望ましいとしている。「ＧＤＰギャップのような経済活動の『水準』より

も、実際の成長率など経済活動の『変化』を重視し、先進諸国の多くの例にみら

れるように景気が成熟する前、勢いのある段階で引き上げを始めることが望まし

い」とした。引上げ時期が景気の「山」に近い場合は消費税引上げによるショッ

クで景気が下降局面に入る可能性があるのに対して、景気が成熟する前の勢いの

ある段階で引上げを行う場合はショックがあっても景気の腰を折る可能性が低い

と判断しているためである。 

     そして、税率の引上げ方については、消費税率を一度に５％引き上げた場合に

経済が不安定化するとした内閣府試算を示し「一度に大幅に引き上げる場合は、

経済の変動が増幅される可能性がある」とし「段階的な税率引き上げが望まし

い」としている。それがあまりに小刻みだと事業者の実務負担（値札の貼り替え

やシステム変更など）が大きくなるためだとしながら、英・独での引上げを行っ

た事例を紹介している。 

     そのうえで「1997年と比べ財政状況が格段に悪化した今、当時と比べ消費増税

の必要性ははるかに高くなっている」と明記し「（増税を）先送りするほど大き

な引き上げが必要になり、経済ショックも大きくなる」と、早期実施の必要性を

説いた。2008年秋のリーマン・ショック後の需要不足下でも多くの国が増税に踏

み切ったとし、デフレ脱却前の引上げも可能であるとの見方を示した。 

     消費税が３％から５％に引き上げられた1997年と現在の財政状況を比較すると、

債務残高対ＧＤＰ比は1997年の100％から2010年には198％に倍増しており「1997

年と比べ財政状況が格段に悪化した今は、当時と比べ消費増税の必要性ははるか

に高くなっている」と警告した。 

     要するに、報告書は消費税の増税が課税実務や経済に与える影響をまとめたも

のであるが、そこでは、低所得者ほど負担が重くなる逆進性についてはそれほど
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大きなものではないとすると同時に、1997年における消費税の増税は景気後退の

主因ではないと結論づけるなど、増税の地ならし的な性格が色濃いものとなって

いる。すなわち、今回の報告書は消費税増税が家計や日本経済に及ぼす悪影響を

消極的に評価することで「消費税の増税は必要」との結論を導き出すのに都合の

良い分析を集めたという印象が強い。 

     いくつか、問題点を指摘する。 

     第一に、「生涯所得」で見れば逆進性は小さくなるとする試算には、生涯所得

を全額使い切る（相続資産とその人の遺産が同額）といった非現実的な設定が前

提とされている。実際には高所得者による資産形成（遺産の相続）が行われてお

り、富裕な資産家による贈与税・相続税の租税回避行為（贈与税の非課税枠を利

用した毎年の分割贈与、生命保険の非課税枠の利用あるいは養子縁組による節税

など）がある。このことは、全額使い切ることのない高額の生涯所得があり「生

涯所得＝消費」が成立しないことの証である。また、その遺産がかつて相続した

資産と同額になる保証などない。このような実情を素直に見れば、消費税におけ

る負担の逆進性を否定できないことは明らかである。 

     第二に、食料品の軽減税率については消極的な姿勢をとっている（消費税の負

担において逆進性が小さいとすれば当然の結果であるかもしれないが）。さらに、

実務上の対応など課税当局の視点からも軽減税率の設定に消極的な姿勢をとって

いる。軽減税率の設定は（非課税範囲の拡大と同様）、単一税率に比べて税収減

をもたらすので、税収減を回避するため標準税率の水準を引き上げなければなら

なくなる。また、軽減税率を設けると商品仕入れの段階で交わす請求書に消費税

額を明示するインボイス（税額明記の伝票）の導入や対象品目の線引きといった

難しい作業が必要となる。 

     これらはいずれも納税者からの強い反発を招くことが予想されるので、そのよ

うな社会的摩擦を考慮すれば、非課税品目を可能な限り少なくしかつ単一税率の

制度が望ましいということであろう。財政当局の税収確保にとっても都合がいい

ということになる。 

     そして、逆進性への対応策として給付付き税額控除が提唱されているが、金融

所得等を含めた所得の正確な把握が欠かせず（一方で、制度設計上、人々が負担

した消費税総額の把握も困難である）、そのための制度設計と実効性確保のため

の精力を費やす覚悟を時々の政府に期待できるか疑わしい。 
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     第三に、所得課税の対象にならない低所得者も消費税の負担を避けることがで

きず、最低限の生活費用には課税しないという生計費非課税の原則を否定するこ

とになる。報告書も認めるように、日本の税・社会保障による再分配効果のうち

の大部分（およそ８～９割）が社会保障による改善であり、税制による再分配効

果はきわめて弱くなっているのが現状である。消費税増税はこの傾向を一層強め

ることになることはいうまでもない。所得税の累進性を高め、資産性所得など課

税対象に取り込み包括的なものにする必要がある。 

     第四に、1997年に消費税率引上げ（5.2兆円）や特別減税の終了（２兆円）・

医療費の自己負担及び保険料引上げ等で約8.6兆円の国民負担増が深刻な消費不

況の要因になったのではないかということについて、報告書は消費税増税が

「1997～98年の景気後退の『主因』であったとは考えられない」と否定している。

当時のアジア通貨危機などに不況の原因を求めるなど、自民党政権時代の言い訳

を繰り返している感があるが、橋本龍太郎元首相ですら「（消費税の増税など）

財政再建を急いだ結果がいまの不況の一つの原因になった」と自らの「経済失

政」を認めていた（2001年４月12日の、自民党総裁選での挨拶）。 

     消費税の引上げによる影響を単独に取り出して析出することは不可能である。

そうした前提をおいても、経済の環境変化も加わるなか、消費税増税が程度の違

いは別として景気を一段と冷え込ませたと判断するのが穏当である。ＧＤＰ

ギャップ（供給超過のデフレ経済）のような経済活動の「水準」よりも「変化」

を重視するとしているが、消費税の増税が閉塞感を強めデフレ経済を一段と深刻

にさせる可能性を否定できない。また、消費税を社会保障目的税化することで、

制度への信頼が高まり、経済にプラスに働くとしているが、この効果自体が必ず

しも確かなものでないことのほか、消費税の目的税化それ自体に基幹税を目的税

とすることの問題や消費税（消費額）と社会保障との間に直接のリンケージが認

められないことなど、多くの問題がある。 

     この報告書でも「消費税は比較的景気に左右されない安定的な財源であり、勤

労世代だけでなく広く負担を分かち合うことができるという観点からは社会保障

の財源として望ましい」と述べられている。また、社会保障制度の持続可能性に

懸念が生じている現状では、「国民が払った税金が受益として返ってくることを

実感できれば、制度に対する将来不安が払しょくされることにより、経済に与え

る影響は小さくなることが期待される」としている。また、消費税の増税を先送
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りするほど大きな引上げが必要になり経済への悪影響もあるとしている。 

     財政悪化が言い立てられるが、既述したように、その背景には税収面で見れば

所得課税制度の財源確保機能が壊されてしまっていることに目を向ける必要があ

る。 

   ⅲ 「社会保障・税一体改革成案」 

     社会保障改革に関する集中検討会議は、2011年６月２日に、「社会保障改革

案」をまとめた。「改革案」は社会保障について「自立・自助を国民相互の共

助・連帯」で支えるのが「基本」と強調している。菅首相も５月23日に集中検討

会議で「支え合い３本柱」（世代内・世代間で公正な「支え合い」、重点的な

「支え合い」、超高齢時代に合った「支え合い」）を指示しており、それに沿っ

たものとなっている。 

     ６月２日、「改革案」をまとめる会議の直前に菅首相が震災対応後の退陣を表

明したため（それを受け、同日の菅内閣不信任決議案は否決）、社会保障・税一

体改革の実現については一段と不透明さを増すこととなった。退陣騒動のさなか、

民主党内にも消費税率引上げに反発する声が根強く足並みは揃わない。民主・自

民の大連立構想もあるが、消費税増税への「共同責任」をおそれる自民党も連立

から距離を置いている。 

     また、政府税制調査会（会長・野田佳彦財務相）は、６月16日、消費税増税を

打ち出した「改革案」に対して意見集約を見送り、消費税増税に関する賛否の意

見を盛り込んだ両論併記の文書（政府税制調査会［2011］）だけを承認し、一体

改革に関する議論を打ち切っている。 

     そうしたなかで、政府は最終案をとりまとめるため、政府・与党社会保障改革

検討本部に成案決定会合（議長・菅直人首相）を６月３日に設置し６月中の成案

決定を目指した。「改革案」に対しては総務相などから異論があり(38)、これを

                                                                                 

(38) 「改革案」に対して、とくに片山善博総務相から、自治体の社会保障財源を確保する観点か

ら批判が出された。「『社会保障改革案』に対する意見」（総務相、６月２日）は、①自治体

が実施する社会保障施策の全体像を把握して、そのために必要となる財源について論じられる

べきである、②自治体の社会保障施策に要する財源については、国庫補助事業及び単独事業の

全体についてその実施が可能となるように配慮する、③地方消費税成立の経緯（それまでの地

方個別消費課税を整理し、減税に伴う減収分の補てんと併せ地方消費税及び地方交付税財源に

再編した）を無視して、地方消費税までも福祉目的財源に特化することは容認できない、など

を挙げ自治体の意見が反映されていない「改革案」を批判した。 
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受け一部修正のうえ、６月17日の成案決定会合で「社会保障・税一体改革成案

（案）」が示され、制度設計のうえでの留意点に「国民の視点で地方単独事業を

含む社会保障給付の全体像を整理するとともに、地域や個人の多様なニーズに的

確に対応できるよう、地方の現場における経験や創意をとり入れ、各種サービス

のワンストップ化をはじめ制度の簡素化や質の向上を推進する」との文言が加え

られた。また、子ども・子育てや医療・介護、就労促進などの取り組みの文言に

「地域の実情に応じた」との文言が加えられた。さらに、消費税収の項目では、

当初「消費税を社会保障の目的税とすることを法律上も、会計上も明確にするこ

とを含め、その使途を明確化する」としていたのを「消費税を、原則として、社

会保障の目的税とすることを……」に修正された。 

     さらに、「改革案」がまとめられてから、民主党の「税制抜本調査会」（会

長・仙谷由人代表代行）でも連日のように協議が行われた。とくに消費税増税へ

の反対論が続出したが、増税時期に幅を持たせるなどの修正を行ったうえで、６

月30日、ともかく政府・与党の社会保障改革検討本部は「社会保障・税一体改革

成案」（以下「成案」）を正式に決定した。「成案」は７月１日の閣議への報告

に止まり、政府・与党案として与野党協議に臨むこととなるが、自民党や公明党

など野党は退陣表明した菅首相の下での協議には応じない姿勢をとっている。首

相交代や政権の枠組みの変更次第で再び議論が始まる可能性があるとしても先行

きは見通せない。 

     「成案」は、焦点となっていた消費増税については「2015年度までに段階的に

税率を10％まで引き上げ」とした原案を「2010年代半ばまでに段階的に税率を

10％まで引き上げ」と修正した。改革のスケジュールとして、デフレ脱却と経済

活性化に向けた取り組みを行い、これを通じて経済状況を好転させることを「条

件」として、消費税を含む抜本改革を実施するため2011年度中に必要な法的措置

を講ずるとしている。この「経済状況の好転」については、「名目・実質経済成

長率など種々の経済指標の数値の改善状況を確認しつつ、東日本大震災の影響等

からの景気回復過程の状況、国際経済の動向等を見極め、総合的に判断する」と

の文言が追加されたが、法整備の過程で「経済状況の好転」をどう定義するか焦

点となることも予想される。 

     このほか、改革の基本的な考え方として、「国民皆保険・皆年金を堅持」し

「ＯＥＣＤ先進諸国の水準を踏まえた制度設計を行い、中規模・高機能な社会保
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障体制を目指す」ことを追加し、社会保障給付費の「ＯＥＣＤ並み」を求める党

内の意見を取り入れた。高額療養費制度の見直しと受診時定額負担の導入にあ

たっては「病院・診療所の役割分担を踏まえた外来受診の適正化」を検討すると

同時に、低所得者に配慮する文言を入れている。また、高齢者医療制度の見直し

に関して、原案では70～74歳の患者に２割の窓口負担を求めるとしていたが「自

己負担割合の見直し」との表記にとどめている。 

     「社会保障・税一体改革成案」の骨子は、表15に示した。なお、「成案」には、

改革に伴う社会保障費用の推計や個別分野ごとの充実項目、重点化・効率化項目

の内容及び改革の工程として「社会保障改革の具体策、工程及び費用試算」が添

付されている。 

     「成案」では、社会保障の充実化策として、年収65万円未満の高齢者等に対し

年金の支給額を月額１万6,000円加算する（2015年度時点で約6,000億円の財源を

要する）。この加算額は、民主党がマニフェスト（2003年の衆院選）で示した最 

 

表15 「社会保障・税一体改革成案」の骨子 

 
 
【医 療】 

・70～74歳の自己負担割合の見直し（「改革案」では自己負担割合を１割→２割に） 

・受診時における定額負担の導入、その規模に応じた高額療養費の拡充 

・市販品類似医薬品の患者負担引上げ 

・診療報酬見直しによる入院日数短縮、外来受診の抑制 

【介 護】 

・要介護認定者数の削減 

【年 金】 

・支給開始年齢引上げ 65歳→68～70歳 

・物価下落時のマクロ経済スライドによる年金額引下げ 

・年収１千万円以上の人の基礎年金削減とセットで65万円未満の人への加算、受給資格期間の

短縮 

【その他】 

・制度横断的な世帯負担の上限制度（「総合合算制度」） 

・短時間労働者への厚生年金・健康保険の適用拡大 

【財 源】 

・財源を確保するため、2010年代半ばまでに段階的に10％まで引き上げ（「改革案」では、

2015年度までに消費税率を段階的に10％まで引き上げ）、2011年度中に法整備 
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    低保障年金（７万円）と老齢基礎年金の平均支給額（約５万4,000円）の差額か

ら算出されている。 

     一方、社会保障費の抑制策として、高所得者の年金給付を見直し、検討する具

体例として、年収1,000万円以上から基礎年金を減額し、1,500万円以上は基礎年

金の公費負担分の支給の取り止めを提示した。ただ、年収1,000万円以上の高齢

者は全体の１％未満で、財政支出の削減効果は450億円程度に止まるものと見積

もられている。 

     さらに、将来的な課題として、定年の延長など高齢者の雇用の確保を前提に、

年金の支給開始年齢を68歳から70歳程度にまで引き上げることを視野に「検討」

することも盛り込んでいる。また、パートなど短時間労働者の厚生年金加入拡大

や年金受給資格の加入期間（現在25年以上）を短縮することなどを打ち出した。 

     また、医療機関を受診したときに診療費とは別に100円程度の定額の負担を求

め、その財源（約1,300億円）で高額の医療費がかかっている患者の自己負担を

軽減する制度を導入する。さらに、70歳から74歳までの高齢者の医療費の窓口負

担を見直す。平均入院期間の短縮などの給付抑制策も盛り込まれた。 

     子ども・子育て支援を最優先課題に位置づけ、保育所の待機児童の解消、幼保

一体化の実現、放課後児童クラブの拡充などを挙げた。 

     さらに、世帯の年収に応じて医療や介護などにかかる費用の自己負担額の合計

に上限を設け、それを超えた分は公費などで賄う制度を新たに設けることなどを

打ち出している。そのため、医療や介護、保育の利用者負担を合算し、自己負担

額に上限を設ける「総合合算制度」の導入を打ち出した(39)。 

     「成案」では、2015年度には社会保障の充実化で約3.8兆円の費用がかかり、

抑制策の実施で1.3兆円程度を減額しても、社会保障の追加の費用として2.7兆円

程度が必要になると試算している。これに加え、基礎年金の国庫負担の割合を２

分の１に維持するための財源や、高齢化に伴う社会保障費の自然増などの費用の

確保が必要だとして（合計13.5兆円）、2010年代半ばまでに消費税率を段階的に

                                                                                 

(39) これまでも、医療費の窓口負担（原則３割）や介護サービスの利用者負担（１割）には所得

によって上限額が設けられている。また、保育料は所得に応じて決められ、障がい福祉サービ

スの利用者負担（１割）も所得に応じた上限がある。しかし、複数の制度利用を想定すれば家

計負担は重くなる。そこで、負担の合計額に上限を設定し、超過分を「総合合算給付金」とし

て払い戻すことにする。実現には各世帯の所得や社会保障サービス利用額の把握が必要で、

2015年度から導入を予定する「社会保障・税の共通番号制度」の定着が前提となっている。 
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10％まで引き上げ、法制上の措置を今年度中に講じることとしている。 

     増税で得る税収のうち消費税率３％分（約8.1兆円）は社会保障の拡充や基礎

年金の２分の１を国庫負担する制度の維持に使う。残りの２％分は高齢者向けの

医療・年金・介護で発生している財源不足の穴埋めなどに充てる（図43参照）。

「改革案」にもいくつかの問題がある。 

     国民の「支え合い」との口実で、給付削減、高齢世代の負担や利用者の自己負 

 

図43 社会保障改革の安定財源確保と財政健全化の同時達成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(※) 成案においては、「2010年代半ばまでに段階的に消費税率（国・地方）を10％まで引き上げ、

当面の社会保障改革にかかる安定財源を確保する」とされている。 

(注)1. 「財政運営戦略」（平成22年６月22日閣議決定）における財政健全化目標において、国・

地方及び国の基礎的財政収支赤字の対ＧＤＰ比を、2015年度までに2010年度の水準から半減

し、2020年度までに黒字化することとされている。内閣府試算（平成23年１月）の2015年度

の試算結果からは、消費税率換算で約３％のＰＢ（国・地方）の改善が必要。 

  2. 改革後ベースにおける「高齢化等に伴う増」は、いわゆる自然増のうち経済成長による伸

び（「機能維持」に含まれる）を超える増加のことである。 

  3. 社会保障給付には、基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全体状況の把握を

進め、地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理する。 

  4. 政府・与党社会保障改革検討本部「社会保障・税一体改革成案」（「社会保障改革の具体

策、工程及び費用試算」）（2011年６月30日）により作成。 
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    担の増加を国民に迫り国の責任を弱めることにならないかとする懸念もある。消

費税増税を社会保障制度の「安定・強化」につなげるとする一方で、年金支給開

始年齢の引上げや医療費の自己負担引上げ、保育への民間参入促進など、社会保

障給付削減と国の役割を後退させかねない方向が示されているからである。 

     年金では支給開始年齢の引上げ、専業主婦の年金や在職老齢年金の見直し、

パートなど短時間労働者への厚生年金の適用拡大、厚生年金と共済年金の一元化

なども検討課題に挙げられた。約400万人の非正規労働者を、正社員と同じ年

金・健康保険に入れるとなれば、負担が増える企業から激しい抵抗が予想される。

年金の給付引下げ、医療の窓口負担引上げなど、高齢者を対象とした改革への政

治的リスクも高い。 

     医療費などの負担の合計に上限を設ける「合算上限制度」は社会保障と税の

「共通番号制度」の導入を前提としている。「共通番号制度」は個人の所得を正

確につかむことを建前とするが、高額所得者の海外取引など、この制度でも把握

できないものも多く、またすでに制度を導入している米国などでは流出した番号

を悪用する「なりすまし」犯罪も大きな社会問題になっている。 

   ⅳ 社会保障財源としての消費税について 

     ところで、1999年度予算以降、一般会計予算総則で「消費税の福祉目的化」と

も呼ばれる規定が設けられるようになった。 

     ただ、この予算の規定は、消費税の税収分を「基礎年金、老人医療、介護」の

費用に充当するというものであり、これらの費用すべてを消費税で賄うことを求

めているものではなかった。事実2011年度予算でも、高齢者福祉向け経費に対し

て消費税収は約10兆円不足している。道路特定財源のように、支出より高い伸び

率で財源が増加する場合とは違い、消費税の福祉目的化には実質的な効果は認め

られない。高齢者福祉向け経費を、はじめから消費税で100％賄ったことはなく、

毎年度予算での充当比率は逓減傾向にある。現実にはその不足分は、その他の財

源（赤字国債のみならず、その他の税収入、税外収入）で賄っていることになる。

したがって、予算の規定には独立会計のように消費税で全額賄うことが定められ

ているのではないから、不足分を消費税の増税で賄わなければならないというわ

けではない。 

     しかし、「成案」では不足分（少子化対策を含む）について消費税率の引上げ

で穴埋めをする考え方を示している。すなわち「将来的には、社会保障給付にか
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かる公費全体について、消費税収（国・地方）を主たる財源」とすると明記し、

年金・医療・介護に少子化対策を加えて「社会保障４経費」とし、基本的に消費

税で賄うとしている。1999年度以降の予算総則の法的根拠を「所得税法等の一部

を改正する法律」（平成21年法律第13号）附則（税制の抜本的な改革に係る措

置）第104条第３項第３号に求め、「消費税の税率を検討」し法律上の措置を

2011年度までに講ずることとされているのである。 

     「成案」もこれを受け、消費税率を2010年代半ばまでに10％に引き上げ、子育

て・医療・介護・年金に使途を限るという内容となっている。将来的に社会保障

にかかる「公費全体について、消費税収を主たる財源」にすることを前提にして、

政府試算では2015年度に社会保障にかかる公費（国・地方）は47.4兆円と見込ま

れている。消費税を10％に上げても25兆円程度の税収にしかならず、国民はとめ

どない消費税増税と社会保障削減という二重苦に追い込まれかねない。集中検討

会議が６月２日発表した試算によれば、2025年の社会保障の公費負担は61.3兆円

となり、全額消費税で賄うとすれば税率は25％近くになる。 

     さらに、消費税収の約44％が実質的に自治体の財源となっている現状の仕組み

を考慮すれば、社会保障の現場を実際に運営する自治体にとって、増税後に国と

地方でどう配分するのかも重要な課題である。  

     なお、消費税の増税で社会保障費の財政赤字財源への依存を縮減することにな

るので、政府の掲げる「2015年度までに国と地方の基礎的財政収支（プライマ

リーバランス＝ＰＢ）の赤字を半減する」という目標はクリアする見通しとなっ

ている。ただ、震災復興の費用等が織り込まれていない。 

     ところで、消費税の目的税化にはいくつかの問題がある。 

     第一は、国税のなかで所得税に次いで第２位の税収をもたらしている消費税の

ような基幹税を目的税にすることの問題である。歳入のコアの部分を固定化する

ことの是非が問われる。資源配分上の硬直化をもたらし、拡大し続ける社会保障

費を歳出構造全体のなかで、効率的にコントロールできるかといった問題が生ず

る。 

     第二に、消費税（消費）と社会保障の間に直接のリンケージがないということ

である。リンケージというのは、道路サービスの受益者である道路利用者が揮発

油を購入する際に負担する税で道路建設費用を賄うといった関係で言及されたり

するが、それすらも社会資本が整備されることによる真の受益者がドライバー
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（揮発油の購入者）であるのか必ずしも自明ではない。介護サービスの社会化な

どで公費が投入されている現状を考えれば、むしろ資産課税としての相続税等を

強化しその財源を社会保障費に充当することの方が理に適っている。 

     第三に、いまは社会保障費の規模が大きいので、消費税収はその内側に入って

しまうのでまだ足りず、上で述べた財政硬直化という議論とは縁遠い話になるが、

その一方で、その不足分の存在が理由となって、消費税率の引上げが絶えず俎上

にのせられることになる。 

     独立会計に基づいて消費税を社会保障目的税化する仕組みは社会保障費を賄う

ための消費税の増税を自動的に認めてしまうので、その後も経費増加に応じて増

税が行われやすくなる（際限のない負担増）。そうでなければ、財源不足を根拠

とした社会保障給付費の削減の議論につながりやすい。また、社会保障目的税化

はこれまでの事業主による社会保険料負担を軽減する仕組みとなる。ひるがえっ

て、それを回避するため事業主の社会保険料負担割合を引き上げることとなれば、

経済界からの強い抵抗が予想される。 

     第四に、消費税の増税で少子化対策も含めて社会保障を機能強化するための財

源に充て、消費税の増収分を社会保障費の増強額に充てたとしても、その他の財

源（国債のみならず、その他の税収入、税外収入）をほかの目的の経費に充当す

ることができるだけである。すなわち、その他の経費を賄うために消費税の増税

を行ったことと同じである。または、国債発行額を削減するということになる。

社会保障の機能強化のための財源を消費税増税に求めなければならないというこ

とにはならず、その他の財源やほかの経費の削減で賄ってもいいわけである。 

 

（資料）社会保障制度と消費税増税に関する政府の報告等 

 

・税制調査会「抜本的な税制改革に向けた基本的考え方」（2007年11月20日） 

(１) 消費税 

  ① 特徴 

    信頼できるセーフティ・ネットの下で生活の安心が確保されることは、国民一人ひとりが

その能力を発揮し豊かな人生を送るための基盤である。そのためにも、子や孫が未来に夢と

希望を持てるよう、持続可能な社会保障制度を支える財源を確保することが税制の喫緊の課

題である。その際、財源となる税収については、一定規模の社会保障の財政需要を賄えるも

のであると同時に、経済の動向や人口構成の変化に左右されにくいことがまず求められる。

併せて、現世代の国民が広く公平に負担を分かち合うことを通じて世代間の不公平の是正に
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資することも重要である。 

    消費税は、これらの要請に応え得るほか、財貨・サービスの消費に幅広く等しく負担を求

める性格から、勤労世代など特定の者への負担が集中せず、その簡素な仕組みともあいまっ

て貯蓄や投資を含む経済活動に与える歪みが小さいという特徴を有する。また、国境調整を

通じて税率の変更が国際競争力に与える影響を遮断できるという面も有する。少子高齢化に

伴って経済社会の活力の減退が懸念される状況にあっては、これらの特徴も重要な要素であ

り、このような様々な特徴を併せ有する消費税は、税制における社会保障財源の中核を担う

にふさわしいと考えられる。 

  ② 使途 

    消費税については、平成11年度予算以降、国分を基礎年金・高齢者医療・介護の３経費に

充てることを毎年度の予算総則に明記している。消費税がこのように生活に密接に関わる分

野に振り向けられ、国民に還元されることを明らかにしておくことは、国民の理解を深める

上でも重要なことである。①で示した消費税の社会保障財源としての適性を踏まえれば、そ

の位置付けをより明確にし、社会保障費に関しては、効率化・合理化努力を進めつつ、将来

世代に負担を先送りするのではなく、消費税率を引き上げていくことによって賄うとの姿勢

を明らかにすること（「消費税の社会保障財源化」）につき、選択肢の一つとして幅広く検

討を行うべきである。なお、長寿化、経済のストック化、働き方の多様化といった経済・社

会の構造変化の中、「一時点の所得」の水準という一つの尺度からのみ担税力を評価するこ

とは必ずしも適当でなくなっている。例えば、かつての所得で蓄積したストックを取り崩し

て豊かな生活を享受している者と、現在は一定の所得があるものの将来の不確実性や老後生

活に備えて質素に生活している者がいたとする。この場合、前者について、現時点の所得に

対する消費税負担率が後者より高いからといって、経済力が乏しい者により重い負担を求め

ているという「逆進性」の弊があるとは必ずしも言えない。一方では、稼得された所得はい

つかは消費されるとの考えに立てば、消費は「一時点の所得」よりも生涯を通じた経済力を

より正確に反映していると考えられる。これに比例的に負担を求める消費税は、むしろ負担

の公平に資するとの見方も可能である。消費税を含む税体系の抜本的改革に際しては、この

ような観点を踏まえた上で、所得分配に与える影響に留意すべきである。所得再分配につい

ては、国民が広く公平に負担を分かち合うとの基本的考え方に立って、安易な歳出等を避け

つつ、真に支援が必要な者にきめ細やかに社会政策的な配慮を行うこととすべきである。 

  ③ 消費税と再分配 

    消費税については、所得に対して逆進的であるとの指摘がある。こうした指摘は十分念頭

に置く必要があるが、あるべき再分配政策を考える上では、一税目の負担のみに着目するだ

けでは不十分であり、他税目や社会保険料を含む負担全体、更には社会保障給付等の受益全

体をも考慮に入れなければならない。格差の広がり（「ジニ係数」の上昇など）が指摘され

る中、近年においても税と社会保障による再分配後の所得格差の状況に大きな変化は見られ

ない。社会保障の受益は低所得者で大きく、社会保障が所得再分配に大きな役割を果たして

いるからである。したがって、社会保障の安定的な財源を確保することは、再分配政策上も

大きな意義を有すると考えられる。消費税の社会保障財源としての位置付けをより明確にす

る場合には、受益と負担を通じた全体で所得再分配に寄与するという消費税の役割について、

より積極的な意義付けが行われるべきである。 
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・持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた「中期プログラム」（2008年12月24日、閣

議決定） 

 税制抜本改革の道筋 

(１) 基礎年金国庫負担割合の２分の１への引上げのための財源措置や年金、医療及び介護の社会

保障給付や少子化対策に要する費用の見通しを踏まえつつ、今年度を含む３年以内の景気回復

に向けた集中的な取組により経済状況を好転させることを前提に、消費税を含む税制抜本改革

を2011年度より実施できるよう、必要な法制上の措置をあらかじめ講じ、2010年代半ばまでに

段階的に行って持続可能な財政構造を確立する。なお、改革の実施に当たっては、景気回復過

程の状況と国際経済の動向等を見極め、潜在成長率の発揮が見込まれる段階に達しているかな

どを判断基準とし、予期せざる経済変動にも柔軟に対応できる仕組みとする。 

(２) 消費税収が充てられる社会保障の費用は、その他の予算とは厳密に区分経理し、予算・決算

において消費税収と社会保障費用の対応関係を明示する。具体的には、消費税の全税収を確

立・制度化した年金、医療及び介護の社会保障給付及び少子化対策の費用に充てることにより、

消費税収はすべて国民に還元し、官の肥大化には使わない。 

 税制抜本改革の基本的方向性 

 社会保障の安定財源確保を始め、社会における様々な格差の是正、経済の成長力の強化、税制の

グリーン化など我が国が直面する課題に整合的かつ計画的に対応するため、下記の基本的方向性に

より更に検討を進め、具体化を図る。 

(１) 個人所得課税については、格差の是正や所得再分配機能の回復の観点から、各種控除や税率

構造を見直す。最高税率や給与所得控除の上限の調整等により高所得者の税負担を引き上げる

とともに、給付付き税額控除の検討を含む歳出面も合わせた総合的取組の中で子育て等に配慮

して中低所得者世帯の負担の軽減を検討する。金融所得課税の一体化を更に推進する。 

(２) 法人課税については、国際的整合性の確保及び国際競争力の強化の観点から、社会保険料を

含む企業の実質的な負担に留意しつつ、課税ベースの拡大とともに、法人実効税率の引下げを

検討する。 

(３) 消費課税については、その負担が確実に国民に還元されることを明らかにする観点から、消

費税の全額がいわゆる確立・制度化された年金、医療及び介護の社会保障給付と少子化対策に

充てられることを予算・決算において明確化した上で、消費税の税率を検討する。その際、歳

出面も合わせた視点に立って複数税率の検討等総合的な取組みを行うことにより低所得者の配

慮について検討する。 

 

・所得税法等の一部を改正する法律（平成21年法律第13号）（抄）（2009年３月31日公布） 

 附則（税制の抜本的な改革に係る措置）  

第104条 政府は、基礎年金の国庫負担割合の２分の１への引上げのための財源措置並びに年金、

医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費用の見通しを踏まえ

つつ、平成20年度を含む３年以内の景気回復に向けた集中的な取組により経済状況を好転させる

ことを前提として、遅滞なく、かつ、段階的に消費税を含む税制の抜本的な改革を行うため、平

成23年度までに必要な法制上の措置を講ずるものとする。この場合において、当該改革は、2010

年代（平成22年から平成31年までの期間をいう。）の半ばまでに持続可能な財政構造を確立する

ことを旨とするものとする。 
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２ 前項の改革を具体的に実施するための施行期日等を法制上定めるに当たっては、景気回復過程

の状況、国際経済の動向等を見極め、予測せざる経済変動にも柔軟に対応できる仕組みとするも

のとし、当該改革は、不断に行政改革を推進すること及び歳出の無駄の排除を徹底することに一

段と注力して行われるものとする。  

３ 第１項の措置は、次に定める基本的方向性により検討を加え、その結果に基づいて講じられる

ものとする。 

 一 個人所得課税については、格差の是正及び所得再配分機能の回復の観点から、各種控除及び

税率構造を見直し、最高税率及び給与所得控除の上限の調整等により高所得者の税負担を引き

上げるとともに、給付付き税額控除（給付と税額控除を適切に組み合わせて行う仕組みその他

これに準ずるものをいう。）の検討を含む歳出面も合わせた総合的な取組の中で子育て等に配

慮して中低所得者世帯の負担の軽減を検討すること並びに金融所得課税の一体化を更に推進す

ること。 

 二 法人課税については、国際的整合性の確保及び国際競争力の強化の観点から、社会保険料を

含む企業の実質的な負担に留意しつつ、課税ベース（課税標準とされるべきものの範囲をいう。

第５号において同じ。）の拡大とともに、法人の実効税率の引下げを検討すること。 

 三 消費課税については、その負担が確実に国民に還元されることを明らかにする観点から、消

費税の全額が制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処す

るための施策に要する費用に充てられることが予算及び決算において明確化されることを前提

に、消費税の税率を検討すること。その際、歳出面も合わせた視点に立って複数税率の検討等

の総合的な取組を行うことにより低所得者への配慮について検討すること。 

 四 自動車関係諸税については、簡素化を図るとともに、厳しい財政事情、環境に与える影響等

を踏まえつつ、税制の在り方及び暫定税率（租税特別措置法及び地方税法（昭和25年法律第

226号）附則に基づく特例による税率をいう。）を含む税率の在り方を総合的に見直し、負担

の軽減を検討すること。 

 五 資産課税については、格差の固定化の防止、老後における扶養の社会化の進展への対処等の

観点から、相続税の課税ベース、税率構造等を見直し、負担の適正化を検討すること。  

 六 納税者番号制度の導入の準備を含め、納税者の利便の向上及び課税の適正化を図ること。  

 七 地方税制については、地方分権の推進及び国と地方を通じた社会保障制度の安定財源の確保

の観点から、地方消費税の充実を検討するとともに、地方法人課税の在り方を見直すことによ

り、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系の構築を進めること。  

 八 低炭素化を促進する観点から、税制全体のグリーン化（環境への負荷の低減に資するための

見直しをいう。）を推進すること。  

 

・税制調査会専門家委員会「『税目ごとの論点の深掘り』に関する議論の中間報告」（2010年12月

２日） 

 消費税は、財貨・サービスの消費に幅広く等しく負担を求めるものである。このため、①勤労世

代など特定の者への負担が集中せず、広く社会の構成員が負担を分かち合うことができるため、世

代間の公平の確保に資する、②税収が景気の動向に比較的左右されにくく安定的である、③貯蓄を

課税ベースとしないことから、簡素な仕組みとも相まって経済活動に与える歪みが小さく、経済成

長を図る上で効率的である、といった特徴を有する。このような特徴を有する消費税は、社会保障
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制度を支える安定的な財源としての適性が高い税目であると考えられる。 

 

・民主党「税と社会保障の抜本改革調査会中間整理」（2010年12月６日） 

 社会保障の将来像と負担のあり方の提示を一体的に行うことを前提に、今回の抜本改革における

税制の基本的な考え方を以下に示す。 

 ○政策の時間軸と共に、速やかに一体的な改革案を示す 

 先に記したように、現在の社会保障の財源の多くは赤字国債、すなわち将来世代の負担で賄われ

ている。このような現状は、危機的ともいえる国の財政の面からもこれ以上放置しておくことはで

きず、「現在の世代が受ける社会保障は、現在の世代で負担する」状態へ回帰させるために、でき

るだけ速やかに税制と社会保障制度一体での具体的な改革案を示し、財政健全化にもつなげる。 

 ○国民が安心できる福祉社会は公正な国民負担の上で成立する 

 「現在の世代が受ける社会保障は、現在の世代で負担する」ことを目指す中で、現在の世代に負

担を求める時には、国民の納得を得られる実質的に公正な負担のあり方とする。 

 社会保障の財源は、税制全体で「所得・消費・資産」のバランスのとれた改革を行う中で確保し

ていく。社会保障全体の財源は税制全体で確保していくが、その中でも「国民全体で広く薄く負担

する」「安定した税収」という特徴を有する消費税は非常に重要である。「公平・透明・納得」の

税制を築き、社会全体が支え合う新しいモデルを構築していくためには、およそ所得税改革だけで

なし得るものではなく、消費税を含む抜本改革に政府は一刻も早く着手すべきである。 

 ○消費税は社会保障目的税に 

 社会保障の安定・強化を目的に消費税の引き上げを提起する場合には、国民の理解と納得を得る

ためにも、消費税を社会保障の目的税とすることを法律上も、会計上も明確にする。その際の「社

会保障」とする給付費の範囲は、まずは高齢者３経費を基本としつつ、現役世代のセーフティネッ

トの安定・強化についてどこまで対象とすることが適当か、検討を行っていく。将来的には「社会

保障」全体について安定財源を確保することにより、制度の一層の安定・強化につなげていく。ま

た消費税率が一定の水準に達し、税・社会保障全体の再分配を見てもなお「逆進性対策」が必要と

なった場合には、制度が複雑となり、また政治的な要因が働きやすい「複数税率」よりも、制度が

簡素で、透明性の高い「還付制度」を優先的に検討する。 

 

・「社会保障改革に関する有識者検討会報告～安心と活力への社会保障ビジョン～」（2010年12月

10日） 

 社会保障を支える税財源のあり方を全体として見たときに、消費税の基幹性もまた明白である。

現役世代の人口が減少し、なおかつ雇用の流動化・不安定化が進行する。社会保障制度の基軸であ

る社会保険については、保険料の主な負担者は現役世代であるが、貧困や格差の拡大のなかで、保

険料負担の逆進性も問題になっている。保険料負担を補完し、また現役世代を支援するサービスを

強める財源は、特定の世代に負担が偏らず広く薄く全世代が負担する財源であることが求められる。

さらに、景気変動によって税収が左右されにくい安定財源であること、できる限り経済に対して中

立的な負担であることも求められる。以上の点を総合すると、上述のとおり所得・資産課税の重要

性をふまえつつも、社会保障を支える税財源としては、消費税を基本に考えていくべきである。…… 

 消費税の使途明確化の必要性 消費税については、使途を社会保障に限定し、絶対に官の肥大化

や無駄遣いに使われることがあってはならない。各種世論調査によれば、国民は、無駄遣いの撲滅
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を前提に、社会保障目的での消費税増税であれば、一定の支持と理解を示している。「きちんと責

任を果たせばそれに応じた安心につながる」という見通しを確かにすることこそが、求められてい

る。まず、消費税の使途を社会保障に限定することは、すでに法律や閣議決定において決められて

いることを改めて確認し、こうした決定をさらに具体化し、国民が点検可能な条件を構築していく

必要がある。 

 すなわち、平成21年度税制改正法附則104条においては、「消費税の全額が制度として確立され

た年金、医療および介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費用に充てら

れること」が決められている。また、この税制改正法に先立って閣議決定された「持続可能な社会

保障構築とその安定財源確保に向けた「中期プログラム」」においても、「消費税収は全て国民に

還元し、官の肥大化には使わない」と明記されている。 

 政府は、この考え方を発展させ、消費税を社会保障目的税とすることも含め、区分経理を徹底す

るなど、消費税の使途を明確化するべきである。さらに、国民の側から見て分かりやすいように、

制度上会計上の透明度を高め、また、国民からの議論や問題提起を受け止め、情報提供をおこなう

仕組みも整備していくべきである。……将来的には、社会保障給付にかかる公費全体について、消

費税を主たる財源として安定財源を確保することによって、社会保障制度をより一層安定させる方

向を目指すことが求められる。 

 

・「社会保障改革の推進について」（2010年12月10日：政府・与党社会保障改革検討本部決定、12

月14日：閣議決定） 

 改革の基本的方向については、民主党「税と社会保障の抜本改革調査会中間整理」や、「社会保

障改革に関する有識者検討会報告～安心と活力への社会保障ビジョン～」において示されている。

政府・与党においては、それらの内容を尊重し、社会保障の安定・強化のための具体的な制度改革

案とその必要財源を明らかにするとともに、必要財源の安定的確保と財政健全化を同時に達成する

ための税制改革について一体的に検討を進め、その実現に向けた工程表とあわせ、2011年半ばまで

に成案を得、国民的な合意を得た上でその実現を図る。 

 

・「平成23年度予算編成の基本方針」（2010年12月16日：閣議決定） 

 「社会保障改革の推進について」（2010年12月14日：閣議決定）に基づき、社会保障の安定・強

化のための具体的な制度改革案とその必要財源を明らかにするとともに、必要財源の安定的確保と

財政健全化を同時に達成するための税制改革について一体的に検討を進め、その実現に向けた工程

表とあわせ、2011年半ばまでに成案を得、国民的な合意を得た上でその実現を図ることとする。 

 

・「平成23年度税制改正大綱」（2010年12月16日：閣議決定） 

 消費税のあり方については、民主党「税と社会保障の抜本改革調査会中間整理」（2010年12月６

日）で指摘された……基本的な考え方などを尊重しつつ、今後、社会保障制度の抜本改革の検討な

どと併せて、その具体的内容について、早急に検討を行ってまいります。あわせて、消費税制度の

信頼性を確保していくために、一層の課税の適正化にも着手していきます。 

 

・社会保障・税一体改革の論点に関する研究報告書（2011年５月30日：内閣府） 

1. 趣旨 
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 ・現在、政府・与党は「社会保障改革に関する集中検討会議」において、社会保障の安定・強化

のための具体的な制度改革案及びその必要財源の安定的確保と財政健全化を同時に達成するた

めの税制改革について集中的に検討を進めている。 

 ・本報告書は、与謝野大臣から指示を受け、集中検討会議の議論の参考とすべく、消費税の逆進

性や消費税率引上げがマクロ経済に与える影響について、学識経験者の見解及び行政の知見を

とりまとめたものである。 

 ・その際、５名の学界・有識者の幹事委員（集中検討会議）の下、各論点について有識者から頂

いたご意見を基に、吉川洋幹事委員、井堀利宏教授（東京大学）が中心となってとりまとめを

行い、内閣府が整理を行った。 

2. 内容 

 (１) 消費税の逆進性 

    逆進性を何で測るか：生涯所得でみると縮小 

   ・消費税の逆進性とは、所得に対する消費税の負担率が、低所得者ほど重いことを指す。 

   ・一時点の所得でみた逆進性は必ずしも「不公平」を意味せず、単に調査時点の年齢の違い

等を反映したものである可能性あり。 

   ・生涯所得でみた場合は、消費税は比例税であるとの指摘も多い。 

   ・生涯所得でみた消費税の負担は、ある一時点の所得でみた場合と比べ、逆進性が小さいと

いう研究結果が海外でも日本でも報告されている。 

   逆進性の緩和策としての軽減税率の導入 

   ・仮に逆進性緩和策を講ずるとした場合、食料品への軽減税率の適用は、他の手段による対

応に比べ、効果が小さいという見方が専門家の間では国の内外を問わず一般的。 

   ・高所得者と低所得者の間で食料品の支出割合の差が小さく、食料品への軽減税率の適用は

高所得者の負担も軽減される。 

   格差・貧困と再分配政策 

   ・格差や貧困の問題への対応においては、再分配がこれまで主として世代間で行われていた

ことを踏まえ、より同一世代内の再分配の機能を強化することが必要。 

   ・一時点の所得でみた消費税の逆進性は、所得税など他の税制や社会保障制度全体、さらに

は歳出面を含めた見直しの中で十分対応可能。 

   ・非正規労働者や若い世代・子育て世代なども視野に入れた対応を行うべき。 

   対応の方向性 

   ・格差や貧困の問題に対応するためには、①所得税の累進性を高める、被用者保険の適用範

囲を見直すなど個々の政策手段の再分配効果を高める、②ある程度の支出を行うのに十分

な税収の規模を確保する、③格差是正に有効な方法を歳出・歳入の中で組み合わせる、と

いう３つの方法が考えられる。 

   ・労働のインセンティブなどミクロ面に配慮した制度設計や、社会保障・税に関わる番号制

度など徴税のインフラ整備が必要。 

 (２) 消費税増税のマクロ経済に与える影響 

    1997年の消費税引上げの評価・教訓 

   ・1997年の景気動向については、アジア通貨危機（７月）、金融システムの不安定化（11

月）という大きなショックに日本経済が見舞われたため、消費税増税そのものの影響を析
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出することは容易ではなく、さらにマクロの所得効果をみるためには、消費の駆込み・反

動減という変動を取り除かなければならず、見解が分かれる。 

   ・消費税増税が消費の落ち込みを通じて日本経済にマイナスの影響を与えたという見方もあ

るが、「家計調査」のミクロのデータを用いた最近の研究によれば、消費税増税は97～98

年の景気後退の「主因」であったとは考えられない。 

   他の事例の評価・教訓 

   ・日本における定率減税の廃止（2006－07年）、社会保険料率の引上げ（2004年以降毎年）

や、海外の付加価値税率引上げの事例（ドイツ（2007年）、英国（2010、11年））からみ

ても、増税や負担増が必ずしも景気後退をまねくわけではない。 

   消費税増税分を社会保障に充てる場合の経済効果 

   ・現行の受益と負担の構造の下で、社会保障制度の持続可能性に懸念が生じている現状にお

いては、現行制度の安定化を含め、国民が払った税金が受益として返ってくることを実感

できれば、制度に対する将来不安が払しょくされることにより、経済に与える影響は小さ

くなることが期待される。 

   ・いずれにせよ、社会保障制度は経済社会の環境変化に対応できるよう所要の機能強化を行

うとともに、国民が制度の持続性について確信が持てるような制度の見直しを行うことが

必要。 

   消費税の引上げのタイミングとその引上げ方 

   ・諸外国における付加価値税率の引上げのタイミングは、ＧＤＰギャップが需要超過よりも

供給超過の場合の方が多く（とりわけリーマン・ショック後）、引上げ幅については、既

に付加価値税率が高くなっている国が多いこともあり、小幅なものが多い。 

   ・消費税率を引き上げる場合には、景気の動向を正確に把握しつつ、ＧＤＰギャップのよう

な経済活動の「水準」よりも、実際の成長率など経済活動の「変化」を重視して、先進諸

国の多くの例にみられるように景気が成熟する前、勢いのある段階で引上げを始めること

が望ましい。 

   ・引上げ方については、税率を一度に大幅に引き上げると、経済の変動を増幅する恐れがあ

ることから、段階的な引上げ方が望ましい。しかし、具体的には経済への影響だけでなく、

必要な増収の大きさなど財政面の見通しや、徴税コストなど実務上の問題なども十分踏ま

えて、検討すべき課題。 

   ・我が国の債務残高対ＧＤＰ比の推移を見ると、1997年と比べ財政状況が格段に悪化してお

り、消費税増税の必要性ははるかに高くなっていると考えなければならない。 

 

・社会保障改革案（2011年６月２日：社会保障改革に関する集中検討会議） 

1. 社会保障の安定財源確保の基本的枠組み 

 (１) 消費税収を主たる財源とする社会保障安定財源の確保 

    民主党「税と社会保障の抜本改革調査会」中間整理等、社会保障財源のあり方に関する累

次の報告や関係法律の規定を踏まえ、国民が広く受益する社会保障の費用をあらゆる世代が

広く公平に分かち合う観点などから、社会保障給付に要する公費負担の費用は、消費税収

（国・地方）を主要な財源として確保する。 

    消費税収（国・地方）の使途は、現在は国分が予算総則上高齢者三経費に充てられている
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が、今後は、高齢者三経費を基本としつつ、その全額の使途を「制度として確立された年金、

医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費用」（「社会保

障四経費」、平成21年度税制改正法附則104条）に拡充する。 

 (２) 消費税収の使途の明確化 

    消費税収（国・地方）は全て国民に還元し、官の肥大化には使わないこととし、消費税を

社会保障の目的税とすることを法律上、会計上も明確にすることを含め、区分経理を徹底す

る等、消費税収（国・地方）の使途を明確化する（消費税収の社会保障財源化）。さらに、

将来的には、社会保障給付にかかる公費全体について、消費税収（国・地方）を主たる財源

として安定財源を確保することによって、社会保障制度の一層の安定・強化につなげていく。 

 (３) 国・地方を通じた社会保障給付の安定財源の確保 

    上記(１)及び(２)の改革を進めるに当たり、国民一人一人に包括的な支援を行うという社

会保障の考え方からすれば、地域住民に身近なところでサービスを設計し、実行する地方自

治体の役割は極めて重要であり、地方による分権的な社会保障は、社会保障の信頼を大きく

高める。消費税収（国・地方）の具体的充当先となる社会保障給付における国と地方の役割

分担に応じた消費税収（国・地方）の配分を実現し、国とともに社会保障制度を支える地方

自治体の社会保障給付に対する安定財源の確保を図る。 

    また、地方自治体が地域の実情に応じて住民合意の下に提供するサービスに関しては、独

自に財源が確保できるよう、地方自治体の課税自主権の拡大・発揮について検討する。 

 (４) 消費税率の段階的引上げ 

    上記(１)～(３)及び改革後の社会保障費用の推計を踏まえ、社会保障給付の規模に見合っ

た安定財源の確保に向け、まずは、2015年度までに段階的に消費税率（国・地方）を10％ま

で引き上げ、当面の社会保障改革にかかる安定財源を確保する。 

 

・社会保障・税一体改革成案（2011年６月30日：政府・与党社会保障改革検討本部決定、７月１

日：閣議報告） 

1. 社会保障の安定財源確保の基本的枠組み 

 (１) 消費税収を主たる財源とする社会保障安定財源の確保 

    民主党「税と社会保障の抜本改革調査会」中間整理等、社会保障財源のあり方に関する累

次の報告や関係法律の規定を踏まえ、国民が広く受益する社会保障の費用をあらゆる世代が

広く公平に分かち合う観点などから、社会保障給付に要する公費負担の費用は、消費税収

（国・地方）を主要な財源として確保する。 

    消費税収（国・地方）については、このうち国分が現在予算総則上高齢者三経費に充当さ

れているが、今後は、高齢者三経費を基本としつつ、「制度として確立された年金、医療及

び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費用」（「社会保障四経

費」、平成21年度税制改正法附則104条）に充当する分野を拡充する。社会保障の安定財源

確保に向けて、消費税収の規模とこれらの費用の関係を踏まえ、国・地方合わせた消費税収

の充実を図る。 

 (２) 消費税収の使途の明確化 

    消費税収（国・地方、現行分の地方消費税を除く）については、全て国民に還元し、官の

肥大化には使わないこととし、消費税を原則として社会保障の目的税とすることを法律上、



 

－ 144 － 

●
－自治総研通巻394号 2011年８月号－●

 

会計上も明確にすることを含め、区分経理を徹底する等、その使途を明確化する（消費税収

の社会保障財源化）。さらに、将来的には、社会保障給付にかかる公費全体について、消費

税収（国・地方）を主たる財源として安定財源を確保することによって、社会保障制度の一

層の安定・強化につなげていく。 

 (３) 国・地方を通じた社会保障給付の安定財源の確保 

    上記(１)及び(２)の改革を進めるに当たり、国民一人一人に包括的な支援を行うという社

会保障の考え方からすれば、地域住民に身近なところでサービスを設計し、実行する地方自

治体の役割は極めて重要であり、地方による分権的な社会保障は、社会保障の信頼を大きく

高める。現行分の消費税収（国・地方）についてはこれまでの経緯を踏まえ国・地方の配分

（地方分については現行分の地方消費税及び消費税の現行の交付税法定率分）と地方分の基

本的枠組みを変更しないことを前提として、引上げ分の消費税収（国・地方）については

(１)の分野に則った範囲の社会保障給付における国と地方の役割分担に応じた配分を実現す

ることとし、国とともに社会保障制度を支える地方自治体の社会保障給付に対する安定財源

の確保を図る。今般の社会保障改革における安定財源確保の考え方を踏まえつつ、Ⅱ－２に

おける総合的な整理を行った上で、地方単独事業に関して、必要な安定財源が確保できるよ

う、Ⅳ(５)に掲げる地方税制の改革などを行う。 

 (４) 消費税率の段階的引上げ 

    上記(１)～(３)を踏まえ、社会保障給付の規模に見合った安定財源の確保に向け、まずは、

2010年代半ばまでに段階的に消費税率（国・地方）を10％まで引き上げ、当面の社会保障改

革にかかる安定財源を確保する。 
  

 

 

 6. まとめ 

 

 2008年秋のリーマン・ショックなどで激しく落ち込んだ世界経済は、各国の政策発動と

新興国の成長で2009年春から回復局面に入ったが、その後回復ペースが鈍り始め多くの先

進国では停滞気味が続いている。また、各国の緊急避難的な緩和政策の競演から国際的な

過剰流動性が引き起こされるとともに信用不安を伴った政府債務危機と自国優先の通貨安

競争で国際金融市場は揺れ動いている。 

 リーマン・ショック後における日本経済の回復は外需への依存度を強め、外生要因に頼

る体質から脱却できない状況にあった。そして、投機マネーの流入や新興国の成長に伴う

需要増、中東・北アフリカ情勢の不安定化等を背景として資源価格の上昇で日本経済の下

押しリスクは高まっていたのであるが、それに追い打ちをかけるように東日本大震災が日

本経済の不安定性を一気に高めた。そして、大震災によるストックの被害自体が供給側に

制約を与えるから、企業の生産活動はきわめて脆弱なものにならざるを得ない。また、原



 

－ 145 － 

●
－自治総研通巻394号 2011年８月号－●

子力災害がもたらすマインドの悪化や風評被害など阪神・淡路大震災とは異なり今回は経

済低迷を長引かせる深刻な不安要因が加わる。さらに、ストックの復旧に要する費用を

「復興税」で賄えば国民の可処分所得が減るであろうし、「復興再生債」の発行が金利上

昇を招来すればやはりそれに応じて需要は抑制されることになる。 

 さらに地域経済における不均衡問題の深刻化も危惧される。被災地にとっての震災から

の復興は喪失した家屋や生産設備などをせいぜい取り戻すのにとどまり（原発事故の被害

地ではそれすらもおぼつかない）、復興需要による経済の伸びがあったとしても、その多

くは非被災地に限られたものになるかもしれない。大震災をきっかけに、東北企業からの

部品調達率を引き下げたり、生産拠点の現地戦略を見直す動きを加速させる可能性がある

からである。そして、原発依存の状態が続けば、新たな産業も育たず自立した地域振興に

も結びつかないことはいうまでもない。 

 バブル崩壊時には60％台だった日本の政府債務の比率は、「失われた20年」で３倍に膨

張したことになる。近年の世界同時不況における経済対策によるものも含めて景気浮揚の

ための財政出動と人口高齢化で避けられない社会保障費の増加がその要因となって財政赤

字が膨らんでいる。前者は効果が十分発揮できなかったため、後者では新自由主義的な租

税政策により所得課税制度における税収確保機能が壊れるなかで、必要な安定財源の確保

が先送りされたためである。そして、低金利政策が続けられているにもかかわらず、国債

累増につれて利払費は2005年度を底に増加に転じていることにも注目しなければならない。 

 そうしたなか、法人税の実効税率引下げによる減収分を穴埋めする財源が不足したまま

「実質減税」で決着したことで、2011年度予算編成の困難さが一段と増すこととなった。

国債発行を一定額以下に抑える財政ルールなどを堅持したが、配偶者控除の見直しや証券

優遇税制の打切りなど増税を見込んでいたものが次々に覆り、穴埋めに苦労することに

なった。 

 法人税の税負担が軽くなったあとの行く末は企業の行動に委ねられ、企業が内部蓄積に

溜め込んだり借入金の返済に充当したりすることも当然あり得るわけであるから、国内の

投資拡大や雇用創出を確約するものではない。 

 企業が税負担を免れた分を所得税や相続税の増税で穴埋めを行う。そして、財界は「ア

ジア並み」を理由にした一段の法人税率の引下げとその財源に消費税増税を充てることを

目論んでいる。また、政府は表向きは社会保障財源確保を理由にしながら消費税増税の方

針を固めている。対外競争力強化を理由にした法人税率引下げ競争が、政府の後押しを受

けながら引き続き行われるならば、その財源を補填するため国民のさらなる負担増（消費
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税の増税）となって跳ね返ってくることに注意しなければならない。 

 同時に、輸出競争力を高めるため賃金等のコスト削減と雇用破壊を推し進める財界の姿

勢は、働く者の生活不安と政府の財政赤字拡大（不安定な社会保障財政）を引き起こし、

内需を冷え込ませるであろうし、一方、頼みとする世界経済（外需）は不安定度を高める

ばかりで、日本経済は閉塞感を強めることになる。 

 すなわち、資本の強蓄積を容認しその後押しをするかたちで組み立てられる財政の修復

装置では、財政はいずれ破綻する。日本経済の最大の問題は低コストの労働力調達と利潤

拡大という資本の原理的要請が惹起している「雇用破壊」にある。資本の強蓄積は景気調

整の安全弁として非正規雇用労働者を利用し、社会保険料の雇い主負担などの法定労働費

用をも削減するなかで進められている。このような現役世代の働き方の問題を脇に置いて、

そのことから発生する諸々の問題を財政で修復すること自体に矛盾がある。労働者が安心

して働き暮らせる社会でなければ、財政による給付を支える経済基盤は脆弱にならざるを

得ないからである。 

 東日本大震災後当面の応急措置のために編成された2011年度第１次補正予算では、その

財源から国債発行が排除された。財政健全化を重視する姿勢を内外に示すということが理

由として挙げられ、代替財源を年金積立金等に求めた。しかし、早晩巨額に上る「復興

債」の発行を避けられない状況にある。 

 同時に、当面の復興財源を年金積立金の取崩し等で調達する仕組みは、これからの本格

的な復興財源の確保策と「社会保障と税の一体改革」問題とを関連づけることになった。

そして、社会保障と税の一体改革では、財源として消費税の増税が有力な候補に挙げられ

ている。 

 震災復興にはかなり大規模な財政支出が想定され、また東京電力の原発事故に伴う損害

賠償支払いにかかる政府負担も加わる。財政の国際的信認や市場の信認を確保するため財

政健全化の道筋を明らかにすることも求められている。そうしたなかで、復興財源を調達

することを理由に時限的な消費税の増税を行い、その後は恒久的に税率を維持し消費税の

増収を社会保障目的に充当するとの考えもあるが、復興財源を含め安易に消費税の増税に

財源を求めることには被災地の住民にも負担が及ぶことなど多くの問題がある。やはり、

所得税や法人税の所得課税制度を強化し負担能力の大きさに応じた租税制度を構築する必

要がある。このことは、「復興債」の償還費に限らず社会保障費の財源確保にあたっても

変わるものではない。                                        （2011年７月15日脱稿） 

（たなか のぶたか 岩手県立大学総合政策学部教授） 
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